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新しい組織の誕生と発展には，多くの方々の期待と努力

が凝縮されている。発足時から自らも在籍して期待にこた

えるべく活動してきたことを振り返り，三菱電機設計シス

テム技術センターの更なる発展の参考になればとの思いで

綴る。

製品開発のグローバル化と企業間競争の激化は，革新的

な製品開発とそれを実現するための飛躍的なQCDの向上，

すなわち，“品質（Quality）の向上”，“費用（Cost）の低減”，

“納期（Delivery）の短縮”を常に求める。

製品企画，設計，製造，販売，後対応（保守など）に至る

モノづくりの全プロセスで，設計品質は全プロセスの

QCDに多大な影響を与える。設計にはモノづくりに係る

全プロセスの情報が集まり，設計者はその情報をベースに

新たな情報を創出し，設計から全プロセスに発信する。設

計はモノづくりの全プロセスにおける要となる存在である。

また，製品開発の上流段階での十分な設計品質の作りこみ

は，コストオーバーランの抑制，設計手戻りの削減，試作

回数の削減，試験工数の削減などを実現する。

設計システム技術センターの設立当時は，半導体技術の

進展によって，デジタル化によるICT（Information &

Communication Technology）技術がハード，ソフト両面

で飛躍的な進歩を遂げつつあった。人間の知的な作業であ

る設計のQCDを向上させるために，個々の製品開発の現

場では，CAD（Computer Aided Design），CAE（Comput-

er Aided Engineering）などの設計支援技術の導入，製品

開発時に創出された知識の形式知化（設計便覧，図面など）

と一部デジタルデータ化による共有，また，オンデマンド

教育やOJT（On－the－Job Training）による暗黙知の伝承な

どが実施され，設計者の能力向上と新知識の創造に役立て

られていた。

情報化の波は，工業化の波よりはるかに速い。設計シス

テム技術センターの役割は，ICT技術の進歩を先取りし，

モノづくりに関する設計・技術情報が集まりやすい仕組み，

信頼できる情報の整理・統合・付加価値の創出，及び必要

な情報を受け取りやすい仕組みを創り出すことにある。す

なわち，設計・技術情報のハブを創り出すことである。そ

して，知識を創造する設計者の生産性を向上させ，製品開

発における設計フロントローディングを加速させる目的で

設立されたのが全社組織の設計システム技術センターであ

る。設技セに継続して進めて欲しい業務は三つある。

一つ目は，本社組織として，全社的な設計・技術情報の

共有化を実現するインフラの整備と進化である。特に，ソ

フトウェア設計，LSI（Large Scale Integrated Circuit）設

計，ハードウェア設計分野での先進的な汎用設計支援ツー

ルと設計技術の普及，データの共有化を進める。それに

よって様々な組織間と製品群の統合や流用設計の容易化，

コンカレントエンジニアリングの促進などが図れる。

二つ目は，製品固有の設計・技術情報の形式知化とデジ

タル化による共有化の促進である。設計ノウハウなどの暗

黙知の獲得は，当該製品の設計者と一体となった活動が必

須である。すなわち，製品開発の全プロセスの業務分析と

設計業務の位置づけ，及び各プロセス間での情報の入出力

の明確化を行い，デジタル化による設計・技術情報の統合

と各設計支援ツールの知的化を図る。現場での業務分析は，

技術者の生産性向上に対する意識改革と新たな課題の創出

にもつながる。

三つ目は，社内外の研究機関との連携を密にする。各機

関から発信される研究成果や新技術を自ら獲得して咀嚼

（そしゃく）し，現場設計者への普及を図ることである。最

先端のICT技術は学校教育にも浸透しつつある。20年前に

は皆無に近かった三次元CADとデジタルマネキンを用い

たユニバーサルデザイン教育などが行われている。将来を

担う技術者の育成は産学連携で行うことを進める。新たな

知識，技術を持った人材の育成と活用は，企業内での人の

ローテーションも含め重要である。

最後に，バーチャルな世界での設計支援技術がいかに進

化浸透しても，全ての設計を含むモノづくりのヒントはリ

アルな現場にあることを忘れてはならない。また，設計支

援技術のゴールは，その技術を現場の設計者が使いこなし，

全生産プロセスにおいてQCDの向上が実現されている状

況を作り出すことにある。大局を忘れず，現場に密着した

攻めの活動を今後とも期待したい。

設計システム技術センター20周年に寄せて

藤井雅雄
Masao Fujii

Preface to the 20th Anniversary Design Systems
Engineering Center

◆近畿大学 生物理工学部 教授
Professor, Department of Biomechanical and Human Factors Engineering, Faculty of Biology－oriented Science and Technology, Kinki University
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製品の設計初期段階で品質を作りこむ
設計検証技術

製品ライフサイクル

製品企画

開発・設計

生産

出荷・販売

廃棄
再資源化

製品仕様

小型・軽量

生産

環境

その他

加工・成形 組立・分解

リサイクル

製品への要求（配慮すべき）事項

作りこみ

安全低騒音 快適 保守 省エネルギー

耐使用環境耐振動・耐衝撃

耐電磁ノイズ高速通信

金型

物流 据付

梱包

省資源再利用エコロジー

ユニバーサルデザイン

規格特許 法令・規制

小型・軽量・高性能・高機能化をはじめ，生産面での要求事項，さらには環境負荷低減や各国の法令準拠等，設計段階で配慮すべき事項が多
様化しつつある。

製品への要求事項例

＊設計システム技術センター長

巻頭論文

要　旨

設計システム技術センターは，三菱電機における製品設

計の生産性向上と品質向上を目的に，設計システム技術で

事業部を牽引（けんいん）する技術者集団として1993年に設

立された。設立当初から一貫して当社製品のQCD（Quality：

品質，Cost：開発コスト，Delivery：納期）改善を目的に

設計業務の革新を推進してきた。設立20周年を迎えるにあ

たり，設立当初から現在までの設計業務革新の取組みにつ

いての変遷と最新設計検証技術について述べる。

製品ライフサイクルの中で最上位に位置する設計部門は，

製品開発に必要な情報を作り出す発信源であり，製品コス

トの大半を決定することから設計の生産性向上と品質向上

は極めて重要である。また，電子機器は半導体技術の進歩

によってシステムの大規模化や装置の小型化が目覚しい進

化を遂げており，製品への要求事項が多様化しつつある。

そこで，電子機器の機能・性能を左右する“ソフトウェ

ア”“LSI”“ハードウェア”の３分野における最新設計技術

の開発と実用化を行い，事業部の設計現場と一体となり設

計プロセスの改善を図ってきた。

設立当初は，IT技術を駆使した“トップダウン協調設計”

に取り組み，次のステップとして，機能設計を中心とした

設計業務の効率化に取り組み，さらに設計段階で品質を作

りこむ“設計フロントローディング型開発プロセス”を推進

してきた。近年は，設計フロントローディング型開発で重

要な設計検証技術のさらなる高度化に取り組んでいる。

Design and Verification Technologies to Build in Quality in Early Stages of Product Design
Kunio Nakaoka
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1．ま え が き

設計システム技術センターは，当社における製品設計の

生産性向上と品質向上を目的に，設計システム技術で事業

部を牽引する技術者集団として1993年に設立された。設立

当初より一貫して当社製品のQCD改善を目的に設計業務

の革新を推進してきた。

時代の変化とともに，設計段階で作りこむ事項は機能・

性能だけでなく，環境への影響，各種規制への対応等にま

で拡大した。この多様化した要求事項の相互関連性を考慮

しながら，設計段階で確実に品質を作りこむためのプロセ

スを継続的に革新することが当センターの役割である。

設立20周年を迎えるにあたり，本稿では，設立当初から

現在までの設計業務革新の取組みについての変遷と最新設

計検証技術について述べる。

2．設計システム技術センターの活動

2. 1 トップダウン協調設計の推進（1）

設立当初は，IT技術を駆使した“トップダウン協調設計”

に取り組み，大規模化，複雑化するシステム設計の設計生

産性向上を図った。電子系では，オブジェクト指向組み込

みソフトウェア設計やプロセッサのソフトウェア化，大規

模システムLSI化，大規模FPGA（Field Programmable

Gate Array）化に取り組んだ。機械系では，製品の三次元

CAD（Computer Aided Design）データを用いたデザイン

レビューやラピッドプロトタイピング，金型設計，組立設

計等が実施できる環境を整備した。これらの取組みによっ

て，製品ライフサイクルにかかわる部門間でコンカレント

に設計業務が遂行できる環境を整備してきた（図１）。

2. 2 設計フロントローディング型開発プロセスの推進（2）（3）

半導体の微細化は継続的に進展し，集積度と動作速度が

増大し，システムの大規模化が進展してきた。それに伴い，

開発の最終段階からの設計の見直しは事業に致命的な影響

をもたらすようになってきた。

次のステップとして，機能設計を中心とした設計業務の

効率化の取組みから，ソフトウェア開発，LSI開発，ハー

ドウェア開発の設計初期段階で徹底的に機能検証を実施し

て，品質を作りこむ設計フロントローディング型開発プロ

セスを推進した（図２）。試験工程や部品加工，組立の後工

程への不具合流出を防止し，手戻りの抑制や設計全体の効

率化を図った。

ソフトウェア分野では，図式表現の適用によって仕様の

見える化を実施し，要求仕様の定義段階でレビュー性を向
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図１．トップダウン協調設計システム
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上させた。

LSI分野では，ソフトウェア開発に用いられている図式

表現を仕様設計に適用し機能可視化に活用した。また，ア

サーション検証手法を適用して機能検証漏れを防止した。

ハードウェア分野では，製品全体の三次元CADモデル

を用いた配線性や組立性の検証方法の実用化や，大規模解

析のモデル化技術の構築による製品丸ごとの冷却検証や構

造強度検証を実用化した。

2. 3 設計検証技術の高度化

近年，グローバル化，モバイル機器や車載機器の用途拡

大に伴う使用環境の多様化，通信量の増大，ソフトウェア

量の増大，リサイクルや省資源等の環境配慮，省エネルギ

ー，耐震，国際物流等，設計で検証すべき事項が増大して

おり，製品に要求される品質は更に厳しくなっている（図

３）。このため，設計フロントローディング型開発で重要

な設計検証力の更なる高度化に取り組んでいる。

3．ソフトウェア分野の設計検証技術

近年，交通・通信システムに代表される社会インフラシ

ステムから，冷蔵庫やルームエアコン等の家電製品にいた

るまで，機能の高度化は著しく，製品のライフサイクルも

非常に短くなっている。そのため，従来ハードウェアで実

現されていた機能がソフトウェアで実現される傾向が大き

くなり，ソフトウェアの重要性がますます高まっている。

このような状況の下，製品に対するユーザー要求にこた

えるには，ソフトウェア開発でQCDを適切に計画し達成

する必要がある。そのためには，ソフトウェアの開発プロ

セスの確立と製品開発における設計検証が最重要項目である。

当社では，ソフトウェア開発プロセス確立のためのプロ

セス改善技術と製品の設計検証のためのプロダクト製品改

善技術の開発に継続的に取り組んでいる（図４）。

3. 1 プロセス改善技術への取組み

開発プロセス改善技術として，プロセス診断などの“ソ

フトウェアプロセス基盤技術”とプロジェクト管理などの

“ソフトウェア開発管理技術”の開発に取り組んでいる。

盧 ソフトウェアプロセス基盤技術

2006年度まではCMMI（Capability Maturity Model Inte-

gration：能力成熟度モデル統合）を基にプロセス改善に取

り組んで来たが，2007年度以降はCMMIに加えエンジニア

リング分野に重点を置いたAutomotive SPICE（注1）（Soft-

ware Process Improvement and Capability dEtermina-

tion：SPICE）を基に標準プロセスを整備して，当社の各

事業部に展開している。A－SPICEは設計から試験までの

全プロセスを規定しているが，この特集号の論文“品質改

善のためのプロセス診断技術”では，A－SPICE適用による

設計段階のプロセス改善事例を中心に述べる。

盪 ソフトウェア開発管理技術

プロジェクト管理技術，及び計画品質確保のための定量

的品質管理技術や計画コスト・開発進捗を監視・制御する

ための開発管理システム等の技術開発に継続的に取り組ん

でおり，基本開発は完了した。2011年度以降は定量的品質

管理効率化のためのシステム開発を行い，実プロジェクト

に適用している。この特集号の論文“定量的品質管理の効

率化によるソフトウェア設計品質の向上”では，開発した

システムの概要と設計フェーズに適用した事例について述

べる。
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図３．製品への要求事項
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の登録商標である。
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3. 2 プロダクト（製品）改善技術への取組み

製品開発では，3. 1節で述べた開発プロセスを効率的に

実施し，製品に要求される品質を短期間で設計し確認する

必要がある。プロダクト改善技術として，品質作りこみ段

階の設計技術と品質確認段階の試験技術の開発に取り組ん

でいる。

盧 ソフトウェア設計技術

当社のソフトウェア開発は流用開発が大部分を占め，流

用開発の品質向上と開発効率化が課題となっている。その

ため，これまでソフトウェアフレームワーク再利用による

品質確保やソフトウェア基本構造検証による開発効率化等

に取り組んで来た。また近年のソフトウェア規模の増大に

伴い，複数仕様書間のトレーサビリティ確保も新たな課題

となっている。この特集号の論文“仕様書間のトレーサビ

リティ管理技術”では，多数の設計仕様書間のトレーサビ

リティを確保し，仕様変更などに伴う影響範囲を短時間で

確認可能にして設計品質を改善した事例について述べる。

盪 ソフトウェア試験技術

当社では組み込み型ソフトウェア開発が主流であり，ハ

ードウェアと組み合わせた環境で，設計段階で作りこんだ

品質を早期に効率的に確認することが重要である。この特

集号の論文“ハードウェア模擬環境を活用した開発上流に

おけるソフトウェア品質向上”ではハードウェア模擬に

よって，ハードウェア入手前に短期間で試験環境を構築し，

効率的に試験を実施して品質を確保した事例について述べる。

4．LSI分野の設計検証技術

近年，LSIは製造プロセスの微細化によって開発費が高

騰しており，サンプルLSI製造後に不具合が判明した場合，

大きなロスコストが発生する。また，FPGAは回路を書き

換えできるため，設計品質低下を招きやすく製品評価が長

期化するという問題が発生している。これらの問題に対処

するためには，設計の上流で品質を向上させ，下流工程に

設計不具合を流出させない設計フロントローディングの取

組みが重要となっている。

当社では，LSI開発における設計品質の向上と設計効率

化と低コスト化のため，設計フロントローディングを推進

する設計検証技術の開発と整備に取り組んでいる（図５）。

4. 1 デジタルLSI設計検証技術への取組み

デジタルLSIに関しては大規模化，複雑化に対応するた

めに，設計上流で設計品質を向上させ，下流工程に機能漏

れや不具合を流出させない設計手法の取組みが重要である。

そのために設計の源流で図的表現を用いた仕様の可視化手

法やテンプレートを用いたドキュメント標準化，開発プロ

セスの定量的管理手法等を開発し，実開発に適用すること

で開発工数の削減と工期短縮の成果を得た。

盧 大規模LSIの機能可視化手法

設計上流での品質向上の施策として，ソフトウェアで利

用されているUML（注2）（Unified Modeling Language：統一

モデリング言語）をLSIの仕様検討に適用し，仕様漏れや

性能未達を防止した。この特集号の論文“大規模LSIの機

能可視化手法”では，ソフトウェアの手法をLSI開発用に

工夫した点を中心に述べる。

盪 FPGAの定量的開発プロセス管理手法

デジタル回路設計は言語ベース設計が主流となっており，

ソフトウェアの開発に類似している。そのためソフトウェ

ア分野で用いられている開発プロセス管理手法をLSI開発

に適用した。この結果，上流の設計・検証段階における不
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図４．ソフトウェア設計検証技術のロードマップ

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

ソフトウェア
プロセス基盤技術

ソフトウェア
開発管理技術

ソフトウェア
設計技術

ソフトウェア
試験技術

プロセス
改善技術

プロダクト
(製品)
改善技術

ソフトウェア設計検証技術

図式表現活用ソフトウェア開発技術
(モデルベース開発技術)

プロセス診断技術
(CMMI)

国際標準に基づいたソフトウェア開発プロセス診断技術
(Automotive SPICE)

ソフトウェア定量的品質管理技術
(品質工学の導入)

ソフトウェア・プロジェクト管理技術
(開発の見える化)

開発管理システム構築技術

安全設計診断技術
(ISO26262)

定量的品質管理の効率化技術
(品質分析システム構築)

ソフトウェア・プロダクトライン技術
(フレームワークによる再利用)

ソフトウェア再生技術
(高品質ソースコード)

ソフトウェア基本構造
評価技術

設計レビュー技術
(チェックリスト活用)

トレーサビリティ管理技術

ソフトウェア試験環境構築技術
(ハードウェア模擬，通信ネットワーク模擬)

ソフトウェア試験設計技術
(試験項目の漏れ防止)
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具合の検出率が高まり，製品評価からの手戻りが削減し，

開発工数削減と工期短縮の効果が得られた。この特集号の

論文“FPGAの定量的開発プロセス管理手法”では，その適

用事例について述べる。

4. 2 アナログLSI設計検証技術への取組み

アナログLSIに関しては，より安価なシリコン製造プロ

セスでアナログ性能を達成するために，2008年度から，次

の設計フロントローディングの取組みを実施している。

盧 大規模アナログ機能検証技術

アナログ回路はデジタル回路と混載してLSI化すること

によって，製品全体の低コスト化が可能となる。2009年に

アナログHDL（Hardware Description Language）を用いて

デジタル回路との混在検証に取り組み，デジタル回路とア

ナログ回路の仕様不整合を削減した。

盪 高耐圧アナログ回路設計技術

アナログLSIは，製品の入出力機能に応じて多様な動作

電圧が必要となる。５V以上の動作電圧に対応するために

LDMOS（Laterally Diffused Metal－Oxide－Semiconductor）

を用いて高耐圧アナログ回路をLSIに集積化し，低コスト

化を推進している。

蘯 低消費電力アナログLSI設計検証技術

携帯用無線機器などは，電池駆動のため低消費電力化が

重要である。この特集号の論文“無線通信向け低消費電力

アナログLSIの設計検証技術”では，トランジスタを弱反

転領域で動作させることによって低消費電力化を行った事

例について述べる。

5．ハードウェア分野の設計検証技術

設計は必要な機能の実現に向かって１から演繹（えんえ

き）法的に進められれば美しい。しかし，現実のハード

ウェア設計では，決定すべき事柄が多すぎて，そのすべて

を論理的に１から導出していくことが非現実的である場合

が多い。例えば，筐体（きょうたい）の設計で，部品を結

合・固定するための正確なねじ締結位置を計算式で割り出

して寸法値決定している設計者はほとんどいないだろう。

ねじ締結位置の例では，構造全体の状況や制約事項を考

慮して設計者の感覚で仮に位置を決め，後でその締結位置

で強度や剛性に問題がないか“検証”して決定するのが普通

の進め方である。つまり多くの設計は“仮決めと検証”とい

う帰納法的アプローチで進められている。

このアプローチは設計という行為そのものであるが，そ

の中の検証の部分だけを指して我々は“設計検証”と呼称し，

より高い精度，高い信頼性をもって設計検証を行うために

必要な技術を“設計検証技術”と呼称している。

図６にハードウェア設計検証技術への取組みロードマッ

プを示す。この特集号の論文でこの中のいくつかの取組み

事例を述べるが，技術分野ごとの取組みは

盧 急速に進歩，高速化する半導体・通信関連

盪 環境負荷低減への要求，事業環境悪化（低コスト化）

蘯 自然災害の脅威

盻 グローバル化に伴う物流の変化

等に駆動されて年々進化・高度化を余儀なくされている。

電子機器や通信機器の高速化は目覚しく，先端的機器は

数十Gbps以上の伝送速度になってきている。こうした超

高速な機器ではEMI（Electro－Magnetic Interference）や

イミュニティが常に問題となり，信号電圧の低下に伴って

電源ノイズが深刻な課題になっている。

また，事業のグローバル化に伴って物流路が延び，物流

のコスト低減が重要になってきている。さらに，環境負荷

低減は企業の責務となってきており，包装材を低環境負荷

のものに切り換える，１台のトラックでより多くの製品が

運べるようにする等に必要となる設計検証技術に取り組み，

低コスト，低環境負荷の物流を目指してきた。環境視点で

は冷熱機器の省エネルギー化が常に求められ，使用者に

とっての環境であるファン騒音低減も含め設計段階での熱
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図５．LSI設計検証技術のロードマップ

デ
ジ
タ
ル

2013年度 2014年度2011年度2010年度 2012年度～2008年度LSI設計検証技術

ア
ナ
ロ
グ

2009年度

設計品質向上

設計効率向上

設計品質向上

コスト削減

定量的開発プロセス管理手法

設計ドキュメント標準化

機能可視化手法

CPU合成技術 高位言語設計技術

動的アサーション検証技術

低消費電力化設計検証技術

大規模アナログ機能検証技術

高耐圧回路設計技術

FPGA高速化技術

アナログアサーション検証

高周波回路設計技術

特性ばらつき抑止技術

システム検証技術

静的アサーション検証技術

（注２） UMLは，Object Management Group Inc. の登録商標である。
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流体に関する検証技術を継続的に構築している。

自然災害の脅威，とりわけ東日本大震災に代表されるよ

うに巨大地震に対する製品信頼性は重要となる。耐震設計

の技術者は高齢化して年々減少しているが，当センターで

は東日本大震災の数年前から耐震設計における設計検証技

術の蓄積に注力してきている。

一方，当社製品はもちろんのこと，日本製品の重要なア

ピールポイントである“品質”は決して失うことができない

要素である。品質については，“再発防止”から“未然防止”

へと進化させるために，設計段階で機能の安定性を検証し

ておくことに取り組んでいる。

6．む　す　び

製品の設計初期段階で品質を作りこむ設計検証技術につ

いて述べた。今後は，設計フロントローディングを更に追

求し，アイデア発想法などを適用した機能設計の革新にも

取組みを拡大していく。

参 考 文 献

盧 藤井雅雄：設計業務を革新する設計システム技術，三

菱電機技報，73，No. 9，613（1999）

盪 竹垣盛一，ほか：フロントローディング型開発設計への

取り組み，三菱電機技報，80，No.10，636～638（2006）

蘯 山下昭裕，ほか：設計プロセス革新による開発効率化，

三菱電機技報，84，No.12，660～663（2010）
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図６．ハードウェア設計検証技術のロードマップ

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

製品電気設計

製品熱流体設計

製品構造設計

物流・包装設計

技
術
分
野
別
取
組

ハードウェア設計検証技術

開発管理

省エネルギー

伝送の高速化

小型化・軽量化・省材料・少組立

低コスト・低環境負荷

開発期間短縮・不具合流出の防止

耐震・耐振

耐落下衝撃

イミュニティ

樹脂系緩衝材 紙系緩衝材 ユニットロード・リターナブル化

変更点管理：問題再発防止

電源ノイズ

変更影響分析：波及問題未然防止

機能安定性設計：問題未然防止

放熱・断熱

低騒音化

ユーザー快適性

耐衝突衝撃

静荷重強度

部品冷却

EMI
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特集論文

近年，ソフトウェア開発を評価する枠組みであるISO/IEC

15504（1）（Software Process Improvement and Capability

dEtermination：SPICE）を活用して，ソフトウェア開発プ

ロセスを改善する組織が多くなっている。

特に，欧州の自動車メーカーは，Automotive SPICE（2）（注1）

という自動車用SPICEによる能力水準達成を調達条件の一

つとしており，加えて車載電子機器の機能安全規格

ISO26262に準拠した開発プロセス確立のためにもAuto-

motive SPICEへの対応が必須となりつつある。

しかしながら，Automotive SPICEは，抽象的な記述内

容の解釈やアセスメント方法の具体化が困難なため活用が

難しく，自動車メーカーから要求される能力水準３の達成

に３～４年を必要とする組織が多い。そこで，三菱電機グ

ループは，アセスメント及びアセスメント結果に基づくプ

ロセス改善を効率的に行う技法を開発し，能力水準３の達

成期間を約２年に短縮した。

最大の課題であった記述内容の解釈は，三菱電機グルー

プ内の有識者が具体化してグループ内用語で書き換えるこ

とで解決し，三菱電機グループ向けのプロセス診断モデル

を作成した。これによってグループ内のソフトウェア技術

者による自己診断を可能とした。さらに，設計システム技

術センターにプロセス改善の専門家であるアセッサを育成

し，各事業所のアセスメントに加え，アセスメント結果に

基づくプロセス改善も支援する体制を構築した。

各事業所による自己診断

プロセスの強みと
弱みを抽出

適切な改善活動

専門家も参画した対策立案

改善計画

専門家による妥当な診断

客観的な組織の
強みと弱み

三菱電機グループ
ソフトウェア標準開発モデル

解釈がわかりやすく
診断が容易

事前情報が正確で
診断が効率化

専門家による
正確な診断

現場担当者と
専門家による
有効かつ妥当な
計画

短期間での
有効改善

専門家としての
アセッサの参画
領域

各事業所による自己診断

従来

アセスメントモデル
Automotive SPICE

プロセスの強みと
弱みを抽出　　　

改善計画

課題①
モデルの解釈が困難

課題②
診断に時間がかかる
正確性に不安がある

課題③
対策の妥当性が不明

自己流の改善活動

従来のアセスメントの課題に対し，三菱電機グループソフトウェア標準開発モデルを策定し，事業所の自己診断及び専門家による診断と改善
施策を行う“品質改善のためのプロセス診断技術”を確立した。

Automotive SPICEを活用したプロセス診断活用技術

Process Assessment Technique for Quality Improvement
Kiyohisa Kondo, Noriyoshi Kuno, Tsuyoshi Nakajima

品質改善のためのプロセス診断技術
近藤聖久＊

久野倫義＊

中島　毅＊＊

（注１） Automotive SPICEは，Verband der Automobilindustrie e.V.
の登録商標である。
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特集論文

1．ま え が き

国際標準であるISO/IEC15504に準拠のAutomotive

SPICEは，自動車分野におけるアセスメントモデルであり，

主には欧州自動車メーカーで，調達条件として利用される

ことが多い。三菱電機グループの自動車分野のソフトウェ

ア開発でも，アセスメントモデルに適合したプロセスに基

づくソフトウェア開発が必要となっている。

Automotive SPICEは，開発プロセスに対する目標・成

果，測定と制御等を求めており，自動車以外の分野でも，

ソフトウェア品質向上，生産性の向上に有効なアセスメン

トモデルである。

そこで，三菱電機グループでは，Automotive SPICEに

よるプロセス診断を活用し，プロセス改善を効率的に行う

技法を開発した。

2．Automotive SPICEの有効性と課題

2. 1 活用上の有効性

三菱電機グループでは，ソフトウェアプロセス改善活動

をAutomotive SPICEをベースに推進している。

Automotive SPICEは，欧州自動車業界がソフトウェア

調達のために制定したものである。しかしながら，自動車

のソフトウェアに特化した部位は少なく，次のように，他

分野のソフトウェア開発にも活用できる特徴を持っている。

盧 調達管理，構成管理，品質保証等の支援プロセスを含

め，ソフトウェア開発に必要なプロセスを漏れなく定義

している（図１）。

盪 各プロセスに対して，目標，成果，成果に対する作業，

成果物を定義している。

蘯 要求－設計－試験のプロセスに対して，一貫性を確保

する枠組みの必要性を定義している。

2. 2 活用上の課題

Automotive SPICEは，2. 1節に述べたように有効な点

が多いものの，実際に活用するには次の課題があった（図

２）。

盧 モデルの解釈

Automotive SPICEはソフトウェア開発を評価する枠組

みであり特定モデルへの適用を意図したものではないため，

表現が抽象的であり記述内容の解釈が困難である。さらに，

モデル構造自体が初心者には分かりにくい。また，セミナ

ーや解説書が少ないため，知識の獲得やスキルの向上が困

難である。

盪 診断時間と正確性

自己診断によって強みと弱みを抽出する際に，診断に時

間がかかる。また，抽出した強みと弱みが，モデルと整合

しているか不安がある。

蘯 対策の妥当性

弱みから改善点を抽出して改善計画を策定するが，根本

的な対策になっているかが不明である。

3．プロセス診断活用技術

3. 1 ソフトウェア開発標準プロセスモデルの開発

2. 2節の課題を解決するため，三菱電機グループの有識

者を集め，Automotive SPICEをベースとして，グループ

内外のソフトウェア開発に関するノウハウを盛り込んだソ

フトウェア開発標準プロセスモデルを開発した（図３）。

その特徴は次のとおりである。

盧 用語の統一

三菱電機グループ内のソフトウェア開発で

活用している用語を用いて，Automotive SPICE

を再定義した。例えば，グループ内でも解釈

が異なる“設計レビュー”という用語を検討し，

図１．Automotive SPICEのプロセス概要
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要件分析
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SEPG：Software Engineering Process Group

図２．アセスメントモデル活用上の課題

各事業所による自己診断

アセスメントモデル
Automotive SPICE

プロセスの強みと
弱みを抽出
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課題①
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・診断に
　時間がかかる
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　不安がある

課題③
・対策の妥当性が
　不明
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“成果物に焦点を当てた品質保証活動として，自己チェッ

クから照査，検認までを含む一連の活動”と定義するなど，

用語の統一を図った。

盪 開発ライフサイクルモデルの定義

ソフトウェア開発のベースとなる開発ライフサイクルモ

デルは，一般的なウォータフォール型開発モデルだけでな

く，開発現場で多く使われている繰り返し型の開発モデル

にも対応できるようにプロセスを定義した。さらに，段階

リリース，複数回の試作サイクルによる一部プロセスの繰

り返し開発を定義し，各プロセスへの入力成果物と出力成

果物を確実に整合させることを利用条件とした。また，段

階リリースの計画は初期計画段階でプロジェクト計画書に

記載し，要求を明確に定義することとした。

蘯 開発工程内における品質確保の仕組み定義

各プロジェクトで定義したソフトウェア開発工程の区切

りごとに，設計レビューや工程移行の妥当性を確認する移

行審査方法等を定義した。

秬 設計レビュー手法

設計レビューは，セルフレビュー（RO），ピアレビュー

（R1），書面レビュー（R2），及び会議レビュー（R3）を段

階的に組み合わせ，品質確保を確実なものとする手法と

して定義した。また必須活動とテーラリングしても良い

活動を明確化し，開発の現場で柔軟に適用できるように

した。

秡 プロセス移行審査方法

プロセス移行審査とは，プロジェクトの品質，コスト，

スケジュールの状況，リスクの状況，及び関係者間の関

与の状況等について，計画（意図）したとおりの結果が得

られるように進んでいるかを，QCD（Quality（品質），

Cost（費用），Delivery（納期））に関する総合的な視点と

事業遂行上の視点，経営的観点から確認し，プロジェク

トに関する意思決定をするレビューである。

このレビューの視点を次のように定義した。

（衢） 計画と実績との差異の影響を特定できているか。

（衫） Qを遵守した上で，Dを優先するか，Cを優先する

かの判断。

（袁） 計画と実績の差異を，工程延期やリソース追加に

よって挽回（ばんかい）可能か，リスク回避策（コン

テンジェンシ）を明確にして計画（Work Break-

down Structure：WBS（作業分割構成）工程表含

む）に組み込むことが可能であるか 等。

秣 定量的品質管理手法

ソフトウェアを含む製品の要求品質目標を達成するた

めには，定量的品質管理の実践が重要である。定量的品

質管理活動は，最終製品品質を達成するために，開発の

各プロセスにおけるプロダクト品質（成果物そのものの

品質）及びプロセス品質（成果物の品質確保のための作業

の品質）の定量的目標値を計画し，各プロセスで計画値

と実績値の差異を把握・分析し，必要な場合には適切な

是正処置をとる活動とした。

稈 原因分析（ナゼナゼ分析）手法

ソフトウェア開発プロセスの各段階で確実に品質を確

保するためには，発生したソフトウェア障害に対して，

その発生原因と流出原因を突き詰め，類似の原因を取り

除くとともに，その障害を生み出したソフトウェア開発

プロセスへ確実にフィードバックすることで再発防止を

行うことが必要である。

三菱電機グループでは，従来，根本原因分析手法を利用

している。利用における課題は，その効果が実施者のスキ

ルに依存することが多いことであった。そこで，ソフト

ウェア開発に効率的・効果的に適用できる“ナゼナゼ分析手

法”を開発した。

10（212） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013

特集論文

図３．ソフトウェア開発標準プロセスモデル

(2)　製品特性に応じたカスタマイズと実工事適用
①繰り返し型開発用のV字開発モデル定義
②ソフトウェア規模や流用率に応じたプロセス変更
③プロセス移行基準の見直し　等

(1)　Automotive SPICEの導入による標準開発モデルの構築

AutomotiveSPICEによる
プロセス評価基準定義

・社内ノウハウ：EPWG成果
・社外ノウハウ：SEC刊行物

社内外ノウハウの活用による
運用方法の具体化

各プロセスの評価基準とレベル
ごとの標準的な運用方法を定義

設計レビュー手法

プロセス移行審査方法

コーディング

単体テスト

ソフトウェア結合

ソフトウェア適格性確認テスト

システム結合

システム適格性確認テスト

ソフトウェア詳細設計

ソフトウェア方式設計

ソフトウェア要求分析

システム方式設計

システム要求分析

定量的品質管理手法

原因分析（ナゼナゼ分析）手法

ISO12207
V字開発モデル

EPWG ：全社横断でプロセス改善活動を実施するワーキンググループ
SEC ：Software Engineering Center（経産省が管轄する独立行政法人）
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3. 2 プロセス診断活用技術

プロセス診断結果をプロセス改善に有効活用するためプ

ロセス診断の枠組み定義と体制構築を行った。

3. 2. 1 プロセス診断の枠組み定義

盧 自己診断

ソフトウェア開発標準プロセスモデルを活用した自己診

断方法を確立し，従来は困難であった自己のプロセス診断

を容易に行えるようにした。自己診断方法の特徴は，プロ

セスごとに，プラクティス，解釈例，インプット例，アウ

トプット例を一覧化し，自己診断時に解釈と課題を記載す

ることである。これによって，特に有資格のアセッサが居

なくても自己組織の強みと弱みを抽出し，自ら改善を推進

することができるようになった。

盪 有資格アセッサによる客観的なプロセス診断

自己診断だけでは点検者によって診断結果にばらつきが

出ることがある。また顧客からAutomotive SPICEの有資

格アセッサによるプロセス診断を受注条件として要求され

ることがある。そこで設計システム技術センター内に，有

資格アセッサによる公式アセスメントを行える体制を構築

した。加えて，自己診断結果を入力情報として利用するこ

とで，詳細な組織内部の状態を把握するための細やかで精

度の高い診断が可能となった。また，事前に情報が多く得

られるので，短期間でプロセス診断を実施することが可能

になり，公式アセスメント時の受診組織の負担も軽減できる。

一般にアセスメントでは，プロセス診断だけを行い，具

体的なプロセス改善までは実施しない。三菱電機グループ

では，アセッサは各事業所のプロセス診断だけでなく，プ

ロセス改善にも参加し，改善施策の検討，改善計画の策定，

施策の効果の確認，施策展開の支援等，事業所と一体と

なった改善を推進し，短期間で改善の効果をあげている

（図４）。

3. 2. 2 プロセス診断の体制構築

これらの枠組みによってプロセス診断・改善を行うため，

次の役割を定義し，プロセス診断・改善実施者を育成した。

盧 有資格アセッサ

外部アセッサに頼らず，客観的に各事業所のプロセスを

診断するのにプロセス改善の専門家である有資格アセッサ

を設計システム技術センター内に育成した。

盪 自己診断者

標準開発モデルと実開発プロセスの差異を自己診断する

方法をガイド化し，点検方法を設計システム技術センター

の有資格アセッサが指導し，自己診断者を育成した。

蘯 SEPG

SEPG（ソフトウェアプロセスの改善活動を行うグルー

プ）の役割を計画，実装，確認，維持，定着のフェーズに

分類し，具体的活動を定義した。さらに，定義した活動に

基づき，教育プログラムを構築し事業所のSEPGを育成し

た。教育では，問題点の本質を突き止め，改善策を検討し，

対策するまでをケーススタディで実施することで，実践的

な改善力を習得させた。

4．む　す　び

現在，Automotive SPICEによるプロセス改善を推進す

るため，当社では設計システム技術センターに専門家であ

る有資格アセッサを育成し，グループ内の各事業所に対す

るプロセス診断とプロセス改善支援を強化することによっ

て，次の成果をあげている。

盧 三菱電機グループ内の有識者を集めAutomot i ve

SPICEをベースに，三菱電機グループのプロセス診断モ

デルを開発した。

盪 設計システム技術センターの有資格アセッサが，各事

業所の改善活動を支援し，能力水準３相当に達する期間

を３～４年から，約２年に短縮した。

蘯 各事業所のベストプラクティスを収集し，改善事例を

各事業所に展開し，グループ全体のシナジーを活用する

ことで，ソフトウェア生産力を向上させた。

参 考 文 献

盧 ISO/IEC15504－5（2004）

盪 Automotive SPICE Process Assessment Model V2.5

（2010）

図４．アセスメント診断活用技術
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特集論文

近年，ソフトウェアが大規模・複雑化する中，計画され

たQCD（Quality（品質），Cost（費用），Delivery（納期））を

達成することはソフトウェア開発における大きな課題の一

つとなっている。計画QCDを達成するためには，設計段

階で品質を作りこみ，試験段階ではその品質を確認すると

いう開発プロセスを短期間で効率的に実施することが重要

である。そのためには，設計時に作成する仕様書などの品

質を定量的に把握・分析し，弱点を早期に抽出して設計品

質を確保する必要がある。

品質の定量的把握・分析に必要なソフトウェア品質デー

タの収集・分析は，これまで人手によって表計算ソフト

ウェアなどのツールを使って行われていたため，データ収

集・分析に時間がかかり開発のホールドポイントで定量的

な品質の把握が十分にできないという課題があった。

この課題を解決するため，効率的な定量的品質管理の実

現を支援する“ソフトウェア品質データ収集・分析システ

ム”を開発し，ソフトウェアの設計品質向上を実現した。

このシステムは開発者が作成する仕様書などの開発成果

物，及び仕様書のレビュー結果等の品質記録を入力とし，

仕様書作成状況などを表す複数のグラフを自動生成する。

既存の仕様書様式を変更することなく品質状況を表すグラ

フの作成が可能であり，品質管理のための開発者への負担

を最小限に抑え，開発フェーズごとに必要な品質情報を短

時間で提供することで，品質向上を実現した。

仕様書作成状況，設計品質，ソース
コード推移等の品質データをグラフ
で分かりやすく表示し，日々の品質
評価時間を短縮

追加レビュー

グラフ作成部

Excel（注1）(マクロ)

データ収集部

生産量計測
誤り件数収集
試験項目収集

ファイル
サーバ

クライアント
（パソコン）

開発者

 報告用グラフ
（9種類）

プロジェクトリーダ
品質保証部門など

・開発成果物
 （既存様式）
・品質記録

ソフトウェア品質データ収集・分析システム

Redmine

データ蓄積部

データベース（MySQL(注2)）

品質・進捗情報
 生産量
誤り件数
試験項目

設定
ファイル

設定
ファイル

1

3

ソフトウェア品質データ収集・分析システムの構築

定量的品質管理の実施

品質の見える化

フェーズ移行判定会議

仕様書作成状況
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12/27

2011/
1/
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ペ
ー
ジ
数

オンラインAPP
連携ライブラリ仕様書
CUI APP仕様書

DB仕様書

統合ID管理APP仕様書

統合ID管理ライブラリ仕様書

外部連携仕様書

DR

DR

DR

DR

DR

DR

Fix

Fix
Fix

Fix

Fix

Fix

ソースコード推移

設計品質ゾーン分析

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

2011/
1/17

2011/
1/24

2011/
1/31

2011/
2/7

2011/
2/14

2011//
2/14

2011/
2/28

2011/
3/7

2011/
3/14

2011/
3/21

日付

製
作
量
(K
L
)

有効期限切れユーザー
無効化
パスワード関連
オンラインAPP機能

オンラインAPP向け機能
属性判定ロール
組織変更権限付け替え

プロビジョニング操作ログ
ヘルスチェック
ログクリア

（注1）　Excelは，Microsoft Corp. の登録商標である。
（注2）　MySQLは，Oracle Corp. の登録商標である。

“フェーズ移行審査品質レポート”

レビュー密度，誤り検出率等の
定量的データを記載

フェーズ移行判定会議で，
設計品質の未達を指摘

2

開発者は作成した仕様書，及びそれらに関わる品質記録をサーバに格納する。このシステムはこれらを入力として，仕様書作成状況などの品
質に関わる複数のグラフを自動生成する。開発フェーズ移行判定会議ではこれらのグラフを用いて作成した品質レポートを基に移行判定を行う。

“ソフトウェア品質データ収集・分析システム”を活用した定量的品質管理

Improvement of Software Design Quality by Effective Quantitative Quality Management
Hiroshi Suzuki, Hiroshi Tsukamoto, Masatsugu Yano, Yoichi Takahashi, Shuichi Tokumoto

定量的品質管理の効率化による
ソフトウェア設計品質の向上

鈴木　博＊ 高橋洋一＊＊＊

塚本裕嗣＊＊ 徳本修一＊＊＊

矢野雅嗣＊＊＊
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1．ま え が き

近年，ソフトウェアが大規模・複雑化する中，計画され

たQCDを達成することはソフトウェア開発における大き

な課題の一つとなっている。計画QCDを達成するために

は，設計段階で品質を作りこみ，試験段階ではその品質を

確認するという開発プロセスを短期間で効率的に実施する

ことが重要である。そのためには，設計時に作成する仕様

書などの品質を定量的に把握・分析し，弱点を早期に抽出

して設計品質を確保する必要がある（1）。

品質の定量的把握・分析に必要なソフトウェア品質デー

タの収集・分析は，これまで人手によって表計算ソフト

ウェアなどのツールを使って行われていたため，データ収

集・分析に時間がかかり開発のホールドポイントで定量的

な品質の把握が十分にできないという課題があった。

この課題を解決するため，効率的な定量的品質管理の実

現を支援する“ソフトウェア品質データ収集・分析システ

ム”を開発し，実開発へ適用してソフトウェアの設計品質

を向上させた。

本稿では，このシステムの概要，機能，及びそれらの機

能によって解決される問題点を中心に述べる。

2．ソフトウェア品質データ収集・分析システム

2. 1 システム構成

このシステムは図１に示すように，“データ収集部”“デ

ータ蓄積部”“グラフ作成部”の３つの要素で構成した。

開発者は設計仕様書などの開発成果物をクライアントパ

ソコンで作成し，サーバに格納する。また，仕様書のレビュ

ー結果などの品質記録も合わせてサーバに格納する。これら

の開発成果物及び品質記録をこのシステムへの入力とする。

2. 1. 1 データ収集部

データ収集部では，サーバに格納された仕様書のページ

数などの生産量を計測する。また，品質記録データから誤

り件数や誤り種別などの情報を取り出し，生産量と併せて

CSV（Comma Separated Values）ファイルを生成する。こ

のCSVファイルはRedmine（2）（データ蓄積部で使用してい

るプロジェクト管理ソフトウェア）の管理単位である１チ

ケット分の情報に相当する。

ファイルサーバ上の品質記録は通常表計算ソフトウェア

のデータとして格納され，次のような状況が想定される。

盧 開発プロジェクトごとに書式やファイル名称，ファイ

ル数が異なる可能性がある。

盪 開発プロジェクトごとに，ファイルの存在するサーバ

上のディレクトリが異なる可能性がある。

蘯 開発フェーズによって書式が異なる可能性がある。

そのため，データ収集部では，その設定ファイルでデー

タの抽出元を品質データファイルのセル単位まで指定可能

としている。さらに，開発プロジェクトごとに別の設定

ファイルを用意することで，プロジェクトによる仕様書な

どの書式の違いに対応し，複数プロジェクトでの品質デー

タの同時計測も可能としている。

2. 1. 2 データ蓄積部

データ蓄積部では，データ収集部で生成した品質関連の

CSVデータをRedmineで処理可能なチケット形式に変換し

て，データベースに格納する。

Redmineはオープンソースソフトウェアであり，三菱電

機での使用実績もあることから，このシステムの開発期間

短縮及び開発コスト削減のために採用した。また，Redmine

を使用することで障害管理や進捗管理などのRedmineの持

つ各種機能を直接使用することも可能となり，プロジェク

ト管理・品質管理方法に柔軟性を持たせることができた（3）。

2. 1. 3 グラフ作成部

グラフ作成部ではデータ蓄積部に格納されている品質デ

ータを基に，仕様書作成状況や仕様書の品質評価状況を表

図１．ソフトウェア品質データ収集・分析システム

グラフ作成部
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データ収集部

生産量計測
誤り件数収集
試験項目収集

ファイル
サーバ

クライアント
（パソコン）

開発者

 報告用グラフ
（9種類）

プロジェクトリーダ
品質保証部門など

・開発成果物
 （既存様式）
・品質記録

ソフトウェア品質データ収集・分析システム

Redmine

データ蓄積部

データベース（MySQL）

品質・進捗情報
 生産量
誤り件数
試験項目

設定
ファイル

設定
ファイル

MITSUBISHI DENKI GIHO



すグラフ（表１）を作成する。グラフ作成部の設定ファイル

にどのグラフを作成するかを指定することで，プロジェク

トリーダーや品質保証部門が必要とするグラフを作成する

ことができる。また，将来プロジェクトマネージャーがブ

ラウザ経由でリアルタイムに品質状況を確認できるように

するため，イメージファイル出力機能も実現した。

2. 2 機　　能

2. 2. 1 既存様式の仕様書から品質データを自動収集

異なるプロジェクトでは，使用する品質データの記録様

式などが異なる場合が多く，品質状況を表すグラフを生成

する場合は，システム仕様に合わせて入力ファイルを作成

し直す必要がある。しかしながら，プロジェクトごとに入

力ファイルを作成し直すことは，開発工程上大きなオーバ

ヘッドとなり，工程遅延を引き起こす要因にもなりかねな

い。そのため，このシステムでは品質データを収集する際

に設定ファイルに各種情報を設定することで，既存様式で

作られた仕様書などを変更することなく，品質データの自

動収集を実現している。

設定ファイルの記載例を図２に示す。この例では，“仕

様書作成開始日”“仕様書作成完了日”“仕様書ページ数”等

のデータが“ファイル名：ソフトウェア仕様書”“シート

名：品質基礎データ”に格納されており，それらの位置を

示すデータを“データ収集部設定ファイル”に設定すること

で，対応する値を参照している。このように，設定ファイ

ルでデータの所在を指定することで，異なる様式の仕様書

にも柔軟に対応することができる。

また，“仕様書作成開始日”などの追加属性はRedmineの

標準チケットのカスタムフィールドを使用して拡張し，一

つのチケットで品質情報まで含めて一元管理した。

2. 2. 2 品質状況をグラフで分かりやすく表示

既存様式で作成された仕様書から自動収集したデータを

基に複数のグラフを自動生成することで，短時間で品質状

況を見える化することができる。このシステムで作成する

グラフは，設計段階だけでなく製造・試験段階での品質確

認も考慮して作成した。今回，設計段階で実開発へ適用し

た主なグラフは次のとおりである。

盧 仕様書作成状況

サーバに格納されている仕様書のページ数を自動的にカ

ウントし，日次・週次の仕様書の作成状況をグラフ化する

（図３）。図から，作成開始日から作成完了予定日までの計

画線と比較することで，例えば仕様書Cは作成当初は計画

より遅延していたものの，後半は計画通りの進捗に挽回（ば

んかい）していることが分かる。このようにして，作成作業

が遅延している仕様書を把握し，改善を図ることができる。

盪 設計品質ゾーン分析

仕様書のレビュー結果を基に，１ページあたりのレビュ

ー密度（時間/ページ）と１ページあたりの誤り検出率（件/

ページ）を指標として，仕様書の品質状況を見える化して

いる（図４）。図から，“仕様書A第３章”はレビュー密度が

低く誤り検出率が高いため，品質不良であり，再レビュー
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グラフ名称 内容

1 仕様書作成状況 日次・週次での仕様書作成状況

2 設計品質ゾーン分析 仕様書の品質状況

3 ソースコード推移 日次・週次でのソースコード作成状況

4 試験進捗管理 試験項目数（計画・実績）等の推移

5 機能別誤り発生推移
日次・週次での機能モジュールごとの
誤り発生推移

6 試験品質ゾーン分析 機能モジュールごとの品質状況

7 開発フェーズ別誤り推移 開発フェーズごとの誤り発生推移

8 累積工数推移 作業工数（計画・実績）推移

9 残存誤り推定 開発フェーズごとの残存誤り推移

図２．データ収集部の設定ファイル記載例
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図３．仕様書作成状況
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図４．設計品質ゾーン分析
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による改善が必要であることが分かる。また，“仕様書C

第５章”はレビュー密度が高く，誤り検出率が低いことか

ら，品質は良好であると判断できる。このようにして，レ

ビューが不足している仕様書（又は仕様書内の章）が明らか

になり，再レビューを行うことで設計品質を向上させるこ

とができる。

蘯 ソースコード推移

仕様書作成状況と同様に，サーバに格納されたソースコ

ードからそのライン数を自動的にカウントし，ソースコー

ドの作成状況をグラフ化する（図５）。図から，作成開始日

から作成完了日までの計画線と比較することで，例えばモ

ジュールCは作成当初は計画を上回る進捗であったが，後

半は計画より遅延しており，対策が必要であることが分か

る。このようにして，作成遅延が発生しているモジュール

の把握が可能となる。

3．定量データに基づく品質確認

このシステムを実開発に適用し，出力される各種グラフ

を活用して，定量的品質管理を実践した。具体的な取組み

を次に示す。

3. 1 日次変化量による品質確認

“仕様書作成状況”“ソースコード推移”等を日次変化量報

告書としてまとめ，仕様書及びソースコードの日々の変化

量を監視した（図６）。仕様書・ソースコードの作成量が急

減に変化している場合は，異なる仕様書・ソースコードの

誤った登録や仕様書・ソースコードを誤って削除したなど

の可能性が考えられる。また，ソースコードの正常な統合

によっても異常な変化量を示す場合もあるため，開発担当

者に異常な変化量の理由を聞くことで品質上の問題有無を

確認した。問題があった場合は原因分析を行い，是正処置

を立案・実施することで品質を確保するとともに，誤操作

などの再発を防止した。

3. 2 週次品質レポートによる品質確認

仕様書の章ごとの“レビュー指摘率”や“誤り検出率”，及

び“設計品質ゾーン評価”等を基に，週次品質レポートを作

成し，品質状況が一目で確認できるようにした（図７）。品

質確認の結果，“レビュー密度”が不足している場合は仕様

書の追加レビューを実施して設計品質を向上させた。また，

“誤り検出率”が目標値を大幅に上回っている場合は誤りが残

存している可能性が大きく，誤りの内容確認などの品質再評

価を実施して弱点部分を明確にし，追加レビューを実施した。

3. 3 開発フェーズ移行判定会議による品質確認

日次・週次での品質確認に加え，このシステムから出力

される各種グラフを基に作成した資料に基づき，マネジメ

ント及び品証部門による開発ホールドポイントでの品質評

価を“開発フェーズ移行判定会議”として実施した（図８）。

人手で品質に関するレポートを作成していた際には，品質

確認のための資料作成に時間がかかり移行判定会議に定量

的データが提示できない場合もあった。このシステムはそ

の問題を解決し，品質確認対象の仕様書が多い場合でも定

量的品質データの短時間での提供が可能となり，次の項目

を実施することで，設計段階での品質を確保することがで

きた。

図６．日次変化量による品質確認
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盧 “フェーズ移行審査品質

レポート”による定量的

品質評価

盪 “移行審査チェックリス

ト”による移行条件の確

認

蘯 品質目標が未達の場合

には，その原因を明確

化し設計部門へフィー

ドバック

4．む　す　び

“ソフトウェア品質データ

収集・分析システム”を開発

して実開発に適用したこと

で，品質管理のための開発

者の負荷を最小限に抑え“品

質の見える化”を実現した。

グラフによる分かりやすい

品質データを提供すること

で弱点部分を短期間で明確

化し，設計部門による改善

を実施することで，設計段

階での品質作りこみを可能と

した。

今後は，このシステムの適

用を複数のソフトウェア開発

に拡大するとともに，設計段

階だけでなく，実装・試験段

階での品質確認・改善にも適

用し，製品品質の向上を図っ

ていく。
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図７．週次品質レポートによる品質確認

図８．開発フェーズ移行判定会議による品質確認
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E04:[誤り]仕様・プログラム・規格の定義（実装）誤り

E03:[誤り]仕様・プログラム・規格の定義（実装）抜け

E02:[誤り]仕様・規格の解釈誤り

E01:[誤り]仕様・表現不備（誤字／脱字）

5章／6章の“指摘率”“誤り検出率”が品質目標未達

指摘率 指摘率

週次品質レポート

表紙 1章 2章 3章 4章 5章 6章 7章 8章

誤り検出率

品質目標

設計品質ゾーン評価

×：全体の平均値 マークの比率
ゾーン マーク 個数 判断と対策品質目標値=0.25　品質目標値×1.3=0.33 ① △ 1 残存あり，レビュー結果と同様の誤りの有無を確認し，再評価
② ▲ 0 残存多いレビュー結果を分析し再レビュー，または自己レビュー
③ ▲ 0 残存多いレビュー結果を分析し再レビュー，または自己レビュー
④ × 0 品質不良，再設計後自己レビュー

    
⑤ △ 0 残存有り，レビュー結果と同様の誤りの有無を確認し，再評価品質目標値×1.3=0.65
⑥ ▲ 0 残存多いレビュー結果を分析し再レビュー，または自己レビュー

       ⑦ △ 1 残存有り，レビュー結果と同様の誤りの有無を確認し，再評価
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要　旨

組込みソフトウェアの試験では，実時間で動作する対象

物への制御を確認する必要があり，従来実機を用いた試験

が主流であった。特に，インバータ制御ソフトウェアの機

能評価試験では，汎用インバータの製品ラインアップ充実

化によって，出力容量の異なる多数のモータを用意する必

要がある。しかし入手や設置が困難なモータの場合，現地

で試験せざるを得ず，開発上流の品質確保が課題であった。

また，試験環境の準備，実機操作や試験結果の目視確認等，

増加傾向の試験工数抑制が課題であった。

本稿では，対象物の実時間動作を模擬するリアルタイム

シミュレータを活用し，次の盧，盪の取組みによって試験

環境準備作業と試験実施作業を効率化したことについて述

べる。

盧 モータ，負荷装置などの制御対象をリアルタイムシ

ミュレータ上でモデル化することで実機準備を不要とし，

実機置き換えによって発生する段取り時間を削減した。

盪 モータやインバータの動作条件設定と試験実行による

インバータ出力結果の合否判定を自動化した。

さらに，実機の入手性によらず，多種多様な実機を想定

した試験を前倒して実施可能であるため，開発上流におけ

るインバータ制御ソフトウェアの品質確保が可能となった。

ユーザー
インタフェース 主回路基板制御基板 モータ 負荷装置

インバータ(実機)

試験実施者
測定操作

モータ

…

負荷装置

…

主回路基板

…

試験対象

準備作業者

ユーザー
インタフェース

主回路基板
モデル制御基板 モータ

モデル
負荷装置
モデル
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計算結果

HILS：Hardware In the Loop Simulation

制御

操作

シミュレーション(HILS)装置

パソコン

… ……

主回路基板
モデル

モータ
モデル

自動試験
プログラム

試験対象

試験実施者

従来の試験作業

リアルタイムシミュレータを活用した自動試験作業

要求仕様

設計・実装

設計部門内評価

第3者評価・現地試験

従来の工程

後工程からの
手戻り工数 大

リアルタイムシミュレータを
活用した工程

後工程からの
手戻り工数 小

要求仕様

設計・実装

設計部門内評価(HILS活用)

第3者評価・現地試験

負荷装置
モデル

実機取り付け(社内又は現地)

設定

従来のインバータ機能試験では，インバータに実機モータと負荷装置を取り付けて試験環境を準備し，試験実施者の手作業で試験を実施して
いた。今回の取り組みでは，インバータ主回路基板とモータと負荷装置をモデル化することで，リアルタイムシミュレータ上における動作を可
能にした。さらに，ホストパソコンからインバータとリアルタイムシミュレータを制御することによって試験を自動的に実行できるようにした。

インバータの自動試験環境

＊設計システム技術センター　＊＊名古屋製作所

Improvement of Software Quality in Upper Process of Development by Using Hardware Simulation
Kentaro Kanai, Shigeru Okawara, Manabu Yoshimura, Shinya Hibino, Masaya Harakawa, Gyoketsu So

ハードウェア模擬環境を活用した
開発上流におけるソフトウェア品質向上

金井健太郎＊ 日比野槙也＊＊

大河原　繁＊ 原川雅哉＊＊

吉村　学＊＊ 庄　暁杰＊＊
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1．ま え が き

組込みソフトウェアの試験では，実時間で動作する対象

物への制御を確認する必要があり，従来実機を用いた試験

が主流であった。特に，インバータ制御ソフトウェアの機

能評価試験では，適用業種拡大に伴う汎用インバータの製

品ラインアップの充実化（41種類→46種類）によって，出力

容量の異なる多数のモータを試験環境として準備する作業

に多くの時間を要していた。また，インバータが持つ機能

の増加に伴い，インバータ設定など試験条件の手動変更や

インバータ出力など試験結果の目視確認といった試験実施

作業が増加しており，試験環境準備工数と試験実施工数を

合わせた試験工数の抑制が課題であった。

本稿では，モータと負荷装置の特性を実時間で模擬する

リアルタイムシミュレータを核とした自動試験環境による，

試験環境の準備の容易化，試験条件の変更と試験結果デー

タの合否判定の自動化の取組みについて述べ，開発上流で

品質を確保するプロセスへ改善したことを述べる。

2．課　　題

2. 1 試験環境準備工数の抑制

従来，インバータ制御ソフトウェアの機能評価試験では，

評価試験装置の準備工数の抑制が課題であった。インバー

タには出力容量の異なる製品バリエーションが存在し，そ

れぞれの出力容量に対して複数種類のモータを駆動するこ

とができる。このため，評価試験では数多くの組合せを確

認する必要がある。また，様々な出力容量における試験に

合わせて，インバータの主回路，インバータが駆動するモ

ータ，及びモータに負荷を与える負荷装置を交換する必要

がある。このため評価試験では，モータと負荷装置で構成

する試験装置（図１）の準備に多くの手作業を必要とする。

これらの要因から試験環境の段取りに多くの工数がかかっ

ており，試験環境準備工数の抑制が課題であった。

2. 2 試験実施工数の抑制

従来のインバータの機能評価試験では，インバータを操

作し，結果を観測・測定する試験実施作業に多くの工数が

かかっていた。試験中，試験作業者は，インバータの出力

やデジタルオシロ波形表示を確認しながら，インバータの

操作をしなければならず，長時間拘束された。また，試験

の結果得られたデータを確認して，試験の合否判定を行う

工数が多くかかっていた。この試験実施工数の抑制が課題

であった。

3．対　　策

先に述べた２つの課題である試験環境準備工数の抑制と

試験実施工数の抑制のための取組みを述べる。

3. 1 仮想環境導入

ここでは，試験環境準備工数の抑制のための取組みにつ

いて述べる。試験環境の中には，インバータの出力容量に

依存する部分（図１のインバータ内部の主回路基板，モー

タ，負荷装置）と依存しない部分（図１のインバータ内部の

制御基板）が存在する。このため，インバータとモータと

負荷装置をインバータの出力容量ごとに準備する必要があ

る。そこで，インバータの出力容量によらず共通な制御ソ

フトウェアを搭載した制御基板は実機を使用し，異なるイ

ンバータ主回路・モータ・負荷装置をHILSと呼ばれるシ

ミュレーション技術を用いてモデル化した。このシミュレ

ーションモデルを切り換えることで，インバータの出力容

量を切り換えられる仮想的な試験環境を実現した。これに

よって，試験装置準備工数を抑制した。

3. 1. 1 HILS技術

HILSとは，制御対象をリアルタイムシミュレータ上に

モデル化し，制御ソフトウェアによって動作させることで

試験対象の制御ソフトウェアを検査する技術である（図２）（1）。

HILSは，実インバータや実モータなどの実機を準備する

必要がなく駆動制御系開発には非常に有用な手法である。

18（220） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013
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図１．従来の試験装置の構成

モータ 負荷装置インバータ

系統電源

主回路基板 制御基板
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3. 1. 2 HILS用検証モデル

この施策では，インバータ主回路・モータ・負荷装置を

モデル化してリアルタイムシミュレータ上に実装し，イン

バータ制御基板と接続した（図３）（2）。インバータ主回路

をシミュレーションモデルに組み込むことで，インバータ

の出力容量によらず共通なインバータ制御基板と出力容量

によって異なるインバータ主回路を切り離すことを可能と

した。これによって，出力容量の異なるインバータの試験

をインバータ主回路モデルの切り換えによって可能とし，

段取りを容易にした。

3. 2 試験の自動化

ここでは，試験実施工数の抑制のための取組みについて

述べる。インバータの機能評価試験では，試験実施者がイ

ンバータの操作，試験結果の確認のために多くの工数がか

かっていた。そこで，3. 1. 2項のHILS用検証モデルの動

作環境であるリアルタイムシミュレータを核とした自動試

験環境を構築した。自動試験環境の入力として，インバー

タの設定，負荷条件，試験の出力結果の期待値を記載した

試験ケースを複数用意する。自動試験環境は，試験ケース

を１ケースずつ読み込んで，ホストパソコンにプログラム

した手順に従って，インバータ制御基板を制御し，実行の

結果得られたデータを期待値と比較することを連続して実

行する。これによって，従来人手で実施していた試験作業

を自動化でき，試験実施工数を抑制した。

3. 2. 1 自動試験環境の構成

自動試験環境は，インバータ制御基板，HILS装置，及

びホストパソコンで構成する（図４）。

盧 インバータ制御基板

インバータ制御基板は，インバータに内蔵されたもので，

試験対象であるインバータ制御ソフトウェアを搭載してい

る。インバータ制御基板から，HILS装置にPWM（Pulse

Width Modulation）信号を出力してインバータ主回路モデ

ルを通じて，モデル化した仮想モータを回転させる。

盪 HILS装置

HILS装置は，3. 1. 2項のシミュレーションモデルの動

作環境であるリアルタイムシミュレータである。

蘯 ホストパソコン

ホストパソコンには，自動試験のプログラムを格納して

いる。また，ホストパソコンは，試験ケースの入力，試験

の期待値を保持する。

ホストパソコンからインバータ制御基板には，試験ケー

スに入力したインバータの設定値の設定や，運転指令を設

定することができる。また，ホストパソコンはインバータ

制御基板からインバータが出力している周波数，電流値な

どの制御数値やインバータのエラー状態を受信して，その

結果に基づいてインバータ制御基板を制御する。

ホストパソコンからリアルタイムシミュレータには，試

験ケースに記述したインバータ主回路モデルの容量，モー

タモデルの容量を設定することができる。さらに，モータ

19（221）ハードウェア模擬環境を活用した開発上流におけるソフトウェア品質向上・金井・大河原・吉村・日比野・原川・庄
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図２．HILSの構成
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図４．自動試験環境の構成
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モデルの回転中に負荷を与えることができる。ホストパソ

コンは，リアルタイムシミュレータからモータモデルの回

転数を受信して，その結果に基づいてインバータ制御基板

を制御する。

3. 2. 2 自動試験環境の処理フロー

自動試験環境の処理フロー例を図５に示す。自動試験環

境を起動すると次の盧～眇を自動的に実行する。

盧 インバータ主回路やモータの容量，電源電圧などの試

験環境，インバータの動作を決定するインバータ制御ソ

フトウェアのパラメータ，及び試験結果の期待値を記載

した試験設定ファイルを読み込む。

盪 盧で読み込んだ試験設定ファイルに記述している出力

容量のモデルをホストパソコンからリアルタイムシミュ

レータに設定する。また，電源電圧などの試験環境をリ

アルタイムシミュレータ上のモデルに設定する。

蘯 盧で読み込んだインバータ制御ソフトウェアのパラメ

ータをインバータに設定する。

盻 機能試験の種類に応じて，あらかじめプログラムして

あるインバータの操作手順や負荷モデルの操作手順に従

い，ホストパソコンからインバータ制御基板に運転指令

を送信する。機能試験の種類ごとの操作手順は，加減速

試験と速度－トルク特性試験について述べる。

秬 加減速試験

①インバータに運転指令を送る。

②蘯で設定してある運転周波数に加速するまでインバー

タの状態をモニタし，運転周波数に達するまでにかか

る時間を測定する。

③インバータに停止指令を送る。

④インバータが停止するまでインバータの状態をモニタ

し，インバータが停止するまでにかかる時間を測定し，

１試験ケースを終了する。

秡 速度－トルク特性試験

①インバータに運転指令を送る。

②蘯で設定してある運転周波数に加速するまでインバー

タの状態をモニタする。

③定速となったところで，インバータが負荷に耐えられ

なくなりストール状態（過負荷などによってインバー

タがモータを正常に回転させることができなくなる状

態）となるまで，徐々に負荷モデルの負荷を上げてい

く。

④ストール状態となったところで，負荷モデルの負荷を

リセットし，インバータの制御基板のストール状態を

解除して１試験ケースを終了する。

眈 １試験ケース終了後，リアルタイムシミュレータ上に

記録してあるモータ速度や電流値といったデータをホス

トパソコンに出力する。

眇 試験の測定値や眈で得たデータのグラフを出力して試

験結果のレポートを作成する。図６は，速度－トルク特

性試験の結果として得られた，速度と負荷トルクを二次

元グラフに出力した試験結果レポートの例である。開発

者がこのレポートを参照し，速度－トルクの特性の合否

判定を行う。
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図５．自動試験環境の処理フロー例
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インバータ・制御基板駆動信号

電流信号

各種波形
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4．効　　果

4. 1 自動化による工数抑制

モータやインバータの切り換えをシミュレーションモデ

ルの切り換えによって行えるようになったため，試験の準

備工数を抑制可能となった。

また，従来人手で実施していた試験の設定・インバータ

操作・試験の結果判定を自動化でき，グラフの取得を自動

化した（図７）。その結果，試験実施工数を抑制可能となっ

た。

4. 2 フロントローディング化による開発上流における
品質確保

従来は，設計部門内で特殊なモータや超大容量モータの

試験環境準備が困難であった。このため，設計部門内で網

羅的に試験を実施することが困難であり，結果として後工

程からの手戻りが発生していた。

HILS装置を活用した試験では，特殊なモータや超大容

量モータを仮想的に構築でき，設計部門内における評価が

容易となったため，上流工程における品質確保が可能と

なった（図８）。

5．む　す　び

リアルタイムシミュレータを活用したインバータにおけ

る自動試験環境の取組みについて述べた。この取組みにお

ける技術は，インバータに限らず他の駆動制御機器にも適

用可能である。今後は，他の駆動制御機器に適用していく

ことによって，ユーザーニーズにマッチした製品を迅速に

市場提供していく。

参 考 文 献
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図６．速度－トルクの二次元グラフ
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図７．従来の試験との作業の比較

試験ケース作成

実機準備

試験実施

試験結果確認

従来の試験 自動試験
人手による
試験ケースの作成

人手による
試験ケースの作成

インバータ，モータ，
負荷装置の組立て モデルの切り換え

試験設定，インバータ
操作，試験データ記録

自動試験プログラム
による試験実施

試験工程

データ確認による
試験結果判定

グラフ波形確認

収集した結果の
合否自動判定

グラフ波形確認

：人手による作業 ：自動作業

図８．自動試験環境導入前後のプロセス
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製品のライフサイクルで様々な仕様書が作成される。要

求に適合した品質の高い製品を製造するには，これら仕様

書間で対応する記載箇所が双方向に追跡可能で，整合性が

維持されていることが重要である。仕様書間の追跡可能性

をトレーサビリティと呼ぶ。双方向トレーサビリティが近

年ISOの機能安全規格などで求められており，トレーサビ

リティ管理の仕組み構築の必要性が高まっている。

今回ISO32000－1で規定されたPDF（Portable Document

Format）形式の仕様書を対象に双方向トレーサビリティを

管理する技術を開発した。上流・下流の仕様書間で互いに

関連する箇所に，同一の識別子を記載した注釈を貼り，こ

れをトレーサビリティ情報としてデータベース化する。あ

る文書の注釈をマウスでクリックすると，その注釈に記載

した識別子を含む文書一覧を即座に表示し，そこから任意

の文書を選択することで識別子を含むページを表示する。

これによって仕様書が大量になっても，指定部位に関連

する箇所を瞬時に網羅的に検索できる。そのため目視確認

によって生じる漏れを抑制できる。また仕様変更があった

際に影響範囲を容易に特定でき，変更漏れを防止できる。

開発した技術を原子力プラントの図面管理に適用した。

PDF形式の基本仕様図面と詳細仕様図面とを結ぶ約８万

個の注釈をデータベース化した。これによって設計者以外

で実施される，レビュー，試験，保守といった工程でも図

面間の対応箇所を容易に検索できるようになった。

XR48252

LD343995SIS48X88D3A
LD343995SIS48X97D3A
AD259522SIS48X68A8C

3.48
2.51
5.21

SIS
SIS
SIS

18
231
68

XR48252
XR48252
XR48252

XR48252
XR48252
XR48252

SD343267SIS48X88D5B
SD343267SIS48X88D5B
SD343267SIS48X97D4E

5.78
5.78
1.39

SLC
SLC
ESFAC

128
498
231

④文書の当該ページを表示

②注釈をクリックして指定

（下流仕様書）

①PDF文書に貼られた注釈データ
　を自動抽出し，データベース化

③同じ注釈を含む文書を漏れなく一覧表示

トレーサビリティ管理システム

詳細仕様図面

基本仕様図面

注釈

（上流仕様書）

トレーサビリティ
情報

基本仕様図面と詳細仕様図面はPDF形式であり，仕様書間で対応する箇所の“注釈”（青色で表示）に同一の識別子が埋め込まれている。どち
らかの仕様図面の注釈をマウスでクリックすると，トレーサビリティ管理システムに，同じ識別子が埋め込まれた箇所の文書一覧を表示する。
一覧から文書を指定すると，識別子を含むページを即座に表示し，対象の注釈をハイライト表示する。

トレーサビリティ管理システム

Traceability Management Technique for Specification Documents
Koichi Munakata, Koji Hirai, Satoru Yasue

仕様書間のトレーサビリティ管理技術
宗像浩一＊

平井浩司＊＊

安江　悟＊＊＊
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特集論文

1．ま え が き

製品の開発・製造は要求分析，設計，製造，試験，保守

といったライフサイクルで構成され，各段階で様々な仕様

書が作成される。要求に適合した製品を製造するには，こ

れら仕様書間で対応する記載箇所が双方向に追跡可能で，

整合性が維持されていることが重要である。図１に示すよ

うに，例えば要求分析で特定された機能は，基本設計で基

本仕様の複数モジュールによって実現される。更に設計が

進んだ詳細設計では，要求機能は詳細仕様のあちこちに分

散して実装されることになる。そのような場合に各種仕様

書間の対応項目の記載箇所が明確に対応付けられており，

仕様書の読者が双方向に行き来して整合性を確認・検証で

きる必要がある。仕様書に加えて，仕様変更要求を含む議

事録などとの整合性も必要となる。このような仕様書間の

追跡可能性をトレーサビリティと呼ぶ（1）。従来ソフトウェ

ア開発では，要求分析仕様書と設計仕様書との関係をトレ

ーサビリティ・マトリックスを使って管理してきた（2）。近

年は対象が製品のライフサイクルにわたる仕様書に拡大し

てきている。特に安全性を重視する自動車分野などでトレ

ーサビリティ確保が必須条件として規定され，ソフトウェ

アだけでなくハードウェア分野でも注目を集めている。

本稿では複雑化するシステムのトレーサビリティ管理の

課題を指摘し，それを解決するための管理技術について述

べる。最後に同技術を原子力プラントの図面管理に適用し

た例について述べる。

2．トレーサビリティ管理の課題

製品の高機能化に伴い構築するシステムが大規模化する

と，仕様書が大量となる。そのため仕様書間の関連が複雑

になり，手作業でのトレーサビリティ確保，目視での整合

性の確認・検証・維持が困難となる。その結果，整合性が

欠如し，成果物が要求仕様と異なる不具合が発生する。

整合性の欠如に起因する不具合を未然に防止して高い品

質を確保するため，近年ISO/IEC15504（Automotive SPICE

（Software Process Improvement and Capability dEtermina-

tion））やISO26262（機能安全規格）で仕様書間の双方向トレ

ーサビリティが要求されるようになった。この要求によっ

てトレーサビリティ管理の仕組み構築のニーズが高まって

おり，仕様書間のトレーサビリティを管理するツールが市

販されるようになった。

一方仕様書は組織によってパソコン上の文書作成用各種

アプリケーションやCADなど，様々な形式で作成されて

いる。このためアプリケーションやファイル形式のバー

ジョンの違いによって，組織間で文書を共有できない場合

がある。この問題を回避するための共通形式として，文書

形式の国際規約であるISO32000－1（PDF1.7）が普及してい

る。ISO32000－1はアドビシステムズ社の製品である文書ア

プリケーションAdobe Acrobat（注1）のファイル形式を2008年に

国際規約化したものである。以下この形式を“PDF”という。

しかしPDF仕様書を対象として，任意の箇所間でトレ

ーサビリティを確保し，文書をワンクリックすることで関

連文書を表示するといった操作性の高いツールが実用化さ

れていない。このためPDF仕様書で大規模なシステムの

トレーサビリティを確保するのが困難である。

3．トレーサビリティ管理技術

今回PDF仕様書の双方向トレーサビリティを管理する

技術を開発した。この技術はソフトウェア，ハードウェア

を問わず，様々な仕様書に適用できる。

3. 1 技 術 内 容

開発した技術を次の順に適用することによって，トレー

サビリティ情報を用いて仕様書間の対応箇所を網羅的かつ

迅速に検索可能となる。

盧 トレーサビリティ情報の収集・貼付

PDFは文書の保存に適するが，データ形式が複雑であ

り文書作成には適さない。このため通常，文書の作成には

各種アプリケーションを利用し，それをPDFに変換する。

この技術では各種アプリケーションで作成された仕様書で，

トレーサビリティを明確化する最小単位（例えば節，図，

表等）ごとに定められた形式の識別子が振られていること

を前提とする。

（注１） Acrobatは，Adobe Systems Inc. の登録商標である。

図１．各種文書間のトレーサビリティの例

基本仕様図面

要求分析仕様書

要求
分析

詳細
設計

議事録･設計根拠

2012/4/1

4．トレインの片系が保
 　守中の場合には中央
 　制御盤に通知はしな
 　いが，アラームは発
 　生させるものとする。

議事録
．．．．．．

．．．．．．

詳細仕様図面

基本
設計

要求分析仕様書

本機能は次の特性を持つ。
・プラント現場機器（ポン
　プ及びモータ）の状態を
　3.2節第3項に示す周期
　で監視する。
・トレインAとトレインB
　の冗長系で構成される。
・機能が異常を検知した際
　には，直ちに中央制御盤
　に通知される。
．．．．．．
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トレーサビリティ情報の収集・貼付では，PDFに変換

前の文書から識別子を抽出し，変換後の文書の同じ位置に

PDF文書の“注釈”として貼り付ける。図１の基本仕様図

面と詳細仕様図面に複数個貼り付けた長方形が注釈である。

注釈にはPDF本文とは別に文字列を記載・編集でき，別

のファイルやページにコピー・ペーストできる。

盪 トレーサビリティ情報のデータベース化

トレーサビリティ情報の収集・貼付で作成されたPDF

文書から識別子を記載した注釈を抽出し，そのPDF文書

名と，注釈ごとのページ番号及び識別子をデータベースに

格納する。

蘯 トレーサビリティ情報の検索

PDF文書に貼った注釈をマウスでクリックすると，デ

ータベースを検索し同じ識別子を持つ注釈一覧を表示する。

注釈一覧から任意の注釈を選択すると，その注釈を含む

PDF文書が開かれ，注釈を貼ったページを表示する。

データベースに識別子以外の属性情報として文書種別

（要求分析，設計等）や対象種別（本文，図，表等）を格納し

ておくことによって，注釈一覧から所望の情報への絞り込

みが可能となる。

3. 2 技術の適用効果

先に述べたトレーサビリティ管理技術によって，PDF

文書に関して次のことが可能となる。

盧 仕様書間整合性の確認

製品のライフサイクルで段階的に作成される上流・下流

の仕様書間で双方向に，対応箇所を容易に確認できる。こ

れによって，次のような不具合を防止できる。

①仕様の記載漏れ（例えば要求事項が設計仕様書に反映

されていない，設計項目の試験が漏れている）

②仕様間の不整合（例えば要求事項が正確に設計されて

いない）

盪 仕様変更時の影響範囲特定

任意の仕様書で仕様変更が発生した場合，それに関連す

る上流・下流仕様書の箇所を網羅的に検索することができ

る。これによって，変更漏れによる不具合を防止できる。

4．適　用　例

トレーサビリティ管理技術を原子力プラント安全系DCS

（Digital Control System）の図面管理に適用して，トレー

サビリティ管理システムを構築した。

4. 1 原子力プラント安全系DCSにおける仕様書

今回適用対象とした原子力プラントの主要な仕様書の構

成は図１に示すとおり，上流に要求分析仕様書があり，こ

れを受けて下流に基本仕様図面，さらに，詳細仕様図面が

ある。これ以外にも仕様書があるが，今回は最も複雑で仕

様変更が多い基本仕様図面と詳細仕様図面間のトレーサビ

リティを管理対象とした。図２に示すとおり，基本仕様図

面がCADを利用して作成される。それを更に詳細化して

詳細仕様図面がやはりCADを利用して作成される。これ

らの文書はPDFに変換して保管される。

詳細仕様図面で，原子力プラント安全系を作動させるた

めの信号が最も詳細な粒度で記載される。各信号にはシス

テムで一意の線番が付与されている。また詳細仕様図面の

各ページには，どの基本仕様図面を参照しているかが記載

されている。そのため，詳細仕様図面から基本仕様図面へ

の片方向トレーサビリティは，ページ単位の粒度で確保さ

れている。しかし詳細仕様図面の作成が完了した段階では，

この線番を基本仕様図面に記載することはしていない。そ

のため，基本仕様図面から詳細仕様図面へのトレーサビリ

ティを明確化するのに多大な工数がかかる。

4. 2 技術の適用

盧 トレーサビリティ情報の収集・貼付

ここでは基本仕様図面と詳細仕様図面間の双方向トレー

サビリティを信号の線番の粒度で確保する方法について述

べる。トレーサビリティ情報の収集・貼付順序を図２で示

す。CADデータをまずPDF形式に変換する。次に詳細仕

様図面のCADデータから線番とそのX，Y座標を自動抽出

する。そしてCADデータからPDFに変換したファイルに

対し，座標変換したうえで注釈として自動的に貼り付ける。

次に詳細仕様図面のPDF注釈の中で基本仕様図面に現

れるものを，PDF形式の基本仕様図面の対応する位置に

コピー・ペーストする。基本仕様図面に詳細仕様図面と同

じ線番が記載されていないため，この作業は図面間の対応

箇所を理解した技術者が実施する。

これによって，詳細仕様図面の線番と同じ文字列を持つ

注釈が基本仕様図面に貼り付けられ，対応箇所が明確にな

る。

盪 トレーサビリティ情報のデータベース化

基本仕様図面と詳細仕様図面に全ての注釈が貼り付けら

れると，これらをトレーサビリティ情報として自動的に抽

出してデータベースに格納する。データベースには注釈ご

24（226） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013
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図２．PDF仕様書作成とトレーサビリティ情報確立の手順

CADデータ PDF形式

PDF形式CADデータ

トレーサビリティ情報の確立

詳細仕様図面

基本仕様図面

MITSUBISHI DENKI GIHO



25（227）仕様書間のトレーサビリティ管理技術・宗像・平井・安江

特集論文

とに，PDF文書名，バージョン，ページ番号，識別子，

各種属性を蓄積した。格納した注釈は約８万個である。

蘯 トレーサビリティ情報の検索

PDF文書に貼られた注釈をマウスでクリックすると，

トレーサビリティ管理システムがその注釈に記載された識

別子（例えば“XR48252”といった線番）を取得する。その文

字列が図３のトレーサビリティ管理システムの表示画面の

左上に自動的に入力される。その下には同じ識別子を持つ

基本仕様図面の注釈一覧，更に下には詳細仕様図面の注釈

一覧が表示される。一覧の項目は，左からPDF文書名，

バージョン，属性，ページ番号，識別子である。

仕様書の注釈一覧から所望の項目をクリックすると，瞬

時に指定された仕様書のページが開き，一覧表にある識別

子を含む注釈がハイライト表示される。

これらの方法以外に，識別子の文字列又はその部分文字

列を図３の左上のテキストボックスに手動入力しても，そ

れを含む識別子を持つ仕様書の注釈一覧を検索して表示さ

れる。

4. 3 システム導入効果

基本仕様図面と詳細仕様図面の間で対応箇所を示す注釈

の数は先に述べたとおり約８万個にのぼる。そのため，対

応箇所の整合性を目視で確認・検証・維持するには膨大な

工数がかかる。トレーサビリティ管理システムを導入する

ことで，指定した識別子を含む全ての仕様書一覧が図３の

画面に瞬時に表示されるため，漏れなく関係する仕様書を

確認することができるようになった。

また基本仕様図面と詳細仕様図面の間の対応付けは，こ

れらを設計した技術者自身にとっては時間がかかっても困

難な作業ではない。しかしこれらの仕様書は下流工程のレ

ビュー，試験，保守といった工程で参照される。その際に

設計者以外が対応付けするのは困難な作業である。その場

合にこのシステムを利用することによって，即座に対応付

けが可能となり，思い違いに起因する不具合が減少する。

4. 4 今後の課題

詳細仕様図面に対し，CADデータの識別子貼り付けを

自動化することによって高速処理できた。しかし詳細仕様

図面から基本仕様図面へのトレーサビリティ確保には手作

業で注釈をコピー・ペーストしたために手間がかかった。

今後は設計を段階的に詳細化する際に，対応する箇所を

自動的に関係付けすることによって，トレーサビリティ情

報対応付けの手間を削減することが課題である。

5．む　す　び

システムの大規模化に伴って仕様書が増加し，トレーサ

ビリティが複雑化している。そこでトレーサビリティを確

保して仕様書間の整合性を確保するために開発したトレー

サビリティ管理技術について述べた。

次にこの技術を原子力プラントの図面管理に適用した事

例について述べた。現在，試運用の評価を踏まえ課題を整

理したところである。今後，本格適用に向けて課題を解決

し適用拡大を図っていく。

今後とも，システムの大規模化及び安全性要求の高度化

に伴い，要求分析から保守にいたる各種仕様書のトレーサ

ビリティ確保はますます重要となってくる。トレーサビリ

ティ管理技術を更に進化させ，製品の品質向上に貢献して

いく。
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デジタル機器製品の中核機能の多くを支えるLSI（Large

Scale Integration）は，半導体の微細加工技術の進歩に伴

い，大規模化・高性能化が著しい。これに伴い，多くの機

能がLSIに実装されることでLSIの開発難易度は高くなり，

仕様や性能などの見積り誤りに起因する問題が顕在化し，

後工程に不具合が流出するリスクが増加している。

そこで，仕様や見積り誤りに起因する不具合による設計

手戻りや作り直しを防止する活動を行っている。具体的に

は，ソフトウェア開発で用いられている“仕様を図式表現

で定義可能なUML（注１）（Unified Modeling Language：統一

モデリング言語）”をLSIの要求分析とアーキテクチャ検討

に活用し，仕様を可視化する。

盧 LSI要求分析

UMLを用いて要求分析を実施し，要求を一覧にまとめ

る。図で仕様を明示することで，レビューの質を向上させ，

要求の曖昧性をなくし，仕様に起因する不具合を防止する。

盪 アーキテクチャ検討

アーキテクチャ検討の段階で，回路規模・性能の見積り

誤りによって不具合が入る可能性が高い。そこで，UML

を活用して処理フローを可視化し，見積りの精度を高める。

UMLは後工程で作成するLSI設計，実装，検証のドキュ

メントのレビューにも使用し，各工程のレビューの質を向

上させる。

これらの取組みによって，UMLを活用した仕様検討が

仕様や見積り誤りに起因する不具合を防止することが可能で

ある。

機能可視化による品質向上

LSI実装LSI設計LSI要求分析 アーキテクチャ検討

設計書 HDL（注2）

要求仕様を基に各工程の開発成果物をレビューし，不具合の流出を防止

機能1

機能3

機能5

機能2

機能4

CPU
（機能2，
　機能4）

バスインタフェース回路

ハードウェア機能
（機能1，機能3，機能5）

バス

メモリ

性能評価

UMLを用いた
処理フローの
検討

LSIブロック
検討

(注2)　HDL(Hardware Description Language) : LSIの回路仕様を記述するための言語

要求の曖昧性の排除
（レビューの質の向上） 見積り精度の向上

要求抽出

分析

要求一覧
ヒアリング

一覧化

UML

LSI検証

検証仕様

機能の可視化 処理の可視化

LSI要求分析で，機能要件の抽出にUMLと要求一覧を活用する。UMLで機能と処理を見える化し，レビューの質を向上させて，仕様不具合
を防止する。性能要件の分析で，LSIのアーキテクチャの検討にUMLを活用し，UMLで検討した処理フローを基にアーキテクチャを考案し，
見積り精度を上げる。要求仕様を基に，開発後工程の開発成果物を品質確認し，不具合の流出を防止する。

UMLを用いた大規模LSIの開発

Visualization Technique in LSI Specification
Keita Yamaguchi, Hiroyuki Yamamoto, Takashi Kusuhara, Hitoshi Ishida

大規模LSIの機能可視化手法
山口啓太＊ 石田仁志＊＊

山元浩幸＊

楠原崇史＊

（注１） UMLは，Object Management Group Inc.の登録商標である。
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1．ま え が き

大規模・高性能・高機能のLSIの開発難易度は高くなり，

要求仕様の曖昧性による不具合や性能などの見積り誤りに

起因する問題が顕在化している。そのため，後工程に不具

合が流出するリスクが増加している。

三菱電機設計システム技術センターでは，その根本原因

である仕様の品質を向上させるために，ソフトウェア開発

で利用されている“仕様を図式表現で定義可能なUML”を

LSI設計に活用し，LSI仕様策定フェーズから徹底的な品

質の作りこみを行う設計フロントローディングを推進して

いる（1）。

本稿では，通信ネットワーク装置のようにLSIとソフト

ウェアが密に連携するシステムで，UMLを活用して，仕

様の品質を向上させる手法について述べる。

2．LSI仕様策定フェーズにおける課題

当センターでは，定量的開発プロセスの管理（2）によって，

開発後工程に設計不具合の流出を防止する活動を行ってい

る。設計不具合流出の原因としては，図１に示すように，

仕様や性能に起因する不具合が過半数を占めている。

この主な原因は，２つある。

盧 仕様の不具合に起因する

ケース

LSIの機能や性能を定義す

る仕様は，自然言語（日本語

や英語）ベースの仕様書で記

載されるのが一般的である。

しかし，自然言語による記述

は仕様の曖昧性や，機能の相

互関係を厳密に表現できない

ために機能間の不整合が生

じる問題がある。

盪 見積り精度に起因するケース

要求仕様を実装設計に落とし込む時の検討が不十分なた

めに，性能などの見積りの精度が悪く，所望の性能を達成

できない。

したがって，要求仕様の曖昧性をなくし，仕様見積り誤

りに起因する不具合を防止することがLSI開発の課題である。

3．LSI設計へのUMLの適用

ソフトウェア開発では，ISO/IEC19501:2005規格とOMG

（Object Management Group）で標準化されているUMLで

仕様を図式表現することによって仕様を見える化し，レ

ビュー性を向上させている。

LSIの開発でも，LSI仕様策定フェーズで仕様や見積り

誤り起因の不具合を防止するために，図２に示すように，

UMLを要求分析とアーキテクチャの検討に活用し，要求

仕様の完成度と回路規模・性能の見積り精度の向上を図っ

ている。

要求分析にUMLを用い，要件管理のために要求事項を

整理した要求一覧を作成し，レビューの質を向上させるこ

とによって，要求の抽出漏れを防止する。LSI要求分析に

おける仕様不具合への取組みについては，４章で述べる。

図２．UMLを活用したLSIの開発

LSI検証LSI実装

開発成果物

LSI設計LSI要求分析 アーキテクチャ検討

ユースケース図

要求一覧 性能一覧

アクティビティ図 設計書 HDL 検証仕様

要求仕様を基に各工程の成果物をレビューし，不具合流出防止

図１．システム仕様変更原因（3）

システム仕様誤り　12%

システム仕様が
曖昧だったため　19%

システム仕様の誤解釈　12%

ソフトウェア性能が
仕様を満足できなかった　5%

機能的に仕様を満足できなかった　9%

ROM：Read Only Memory，RAM：Random Access Memory

ハードウェア性能が
仕様を満足できなかった
　8%

コスト(規模／ROM／
RAMサイズなど)が仕
様を満足できなかった
　5%

特性(消費電力，ノイズなど）
が仕様を満足できなかった　
　5%

顧客からの要求　23%

その他　2%

見積り精度の
不具合
　23%

仕様不具合
52%
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また，アーキテクチャの検討に，UML図と性能などの

項目を記載した見積表を作成し，見積りに基づいたソフト

ウェアとハードウェアの構成を検討して，見積り誤りに起

因する回路肥大化や性能不足の不具合を防止する。見積り

誤りに起因する不具合に対する取組みについては，５章で

述べる。

なお，開発後工程の成果物である設計書，HDL（Hard-

ware Description Language），検証仕様書のレビューで，

要求分析の開発成果物である要求仕様（UML図，要求一覧，

各種見積り）が期待通りに作成されていることを確認する

ことによって，設計と検証の品質を向上させ，不具合の流

出を防止する。

4．LSI要求分析

要求抽出の善し悪（あ）しによって，仕様に起因する不具

合が発生するか否かが決まると言っても過言ではない。

要求仕様の品質を向上させるために，要求仕様に次に示

す事項を盛り込むことを必須条件とする。

盧 要求事項を全て網羅していること

盪 何通りにも解釈できる書き方をしないこと

蘯 簡潔に書かれていること

盻 要求事項間で矛盾がないこと

眈 制約条件（開発費用，開発期間）のもとで実現性のある

要求であること

眇 要求を検証可能であること

図３に示すように，要求分析で作成する要求仕様書は自

然言語の文章などで記述することが一般的である。そのた

め，要求を何通りにも解釈することができ，要求間の矛盾

や過不足に気づきにくく，曖昧性の残った要求仕様となる

可能性がある。

それに対し，UMLで規定される表記法で要求を記述す

ることで曖昧性を排除できる。また，図的表現で要求の相

互関係を分析・把握することが可能になり，機能要件や性

能要件を過不足なく抽出できる。

UMLは，ソフトウェア設計の現場に浸透してきており，

LSI設計者とソフトウェア設計者とのコミュニケーション

が円滑にできるというメリットもある。このため，LSIの

要求仕様をソフトウェア設計者でレビューすることが容易

でLSI設計者だけで気づかない問題を発見することができる。

UMLで検討した要求は一覧表にまとめ，仕様設計から

検証にいたる各工程の成果物が要求に合致しているか確認

するために活用する。

5．アーキテクチャ検討

5. 1 回路規模と性能

要求分析に基づき，回路規模と性能に対する要求を満た

すように，LSIのアーキテクチャ検討を行う。このアーキ

テクチャ検討の段階では，回路規模や性能の見積り誤りが

混入する可能性が高い。そこで，UMLを活用して処理フ

ローを可視化し，見積りの精度を上げる。

5. 2 アーキテクチャ検討例

UMLを活用したアーキテクチャ検討例として，機能の

共有化による回路規模削減の検討例と，従来LSIのハード

ウェアだけで制御していた機能をソフトウェアによって代

替する検討例を示す。

盧 機能の共有化による回路規模の削減

要求分析に基づき，要求を実現する機能を抽出し，UML

を活用して，処理フローを分析する。図４は，共通の機能

を共有する複数の処理フローを１つの処理フローで表記し

た例である。複数の処理フローで共有する機能から，処理

フローごとの個別機能に分岐するポイントを，UML図を

28（230） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013
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図３．要求ヒアリングと要求分析

�　従来の要求ヒアリング

�　改善後の要求ヒアリング

要求仕様書 要求一覧

曖昧 漏れ，間違い

要求抽出ヒアリング

要求抽出

分析

要求一覧
ヒアリング

一覧化

UML

見える化 漏れ，間違いの
排除

図４．機能の共有化

個別機能1

共有機能1

共有機能2

[処理フロー1]

共有機能3

[処理フロー2] 個別機能2

共有機能 個別機能
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利用して分析することで処理フローごとの個別機能を削減

し，回路規模を抑制する。

盪 ハードウェア機能のソフトウェアへの代替

CPUの高性能化に伴い，従来ハードウェアで実現して

いた機能をソフトウェアに置き換えることが可能になって

きた。

ハードウェア機能をソフトウェアへ代替する例を図５に

示す。この例では，ソフトウェアを処理するCPU，演算

処理データや通信データを保持するメモリ，CPUとハー

ドウェアのインタフェースを接続するバス，及びCPUイ

ンタフェース回路を持つハードウェアで構成されるアーキ

テクチャで検討する。

UMLを活用して分析した処理フローの機能に対し，ソ

フトウェアとハードウェアで実現する機能の複数の組合せ

を検討し，各組合せの処理性能の見積りを行う。機能をソ

フトウェアに振り分けることによって，ハードウェアの回

路規模は小さくなるため，回路規模の削減目標が決まって

いる場合には，回路規模も評価の項目として加える。性能

低下の一番の要因は，バスインタフェースとメモリインタ

フェースの遅延であり，バス幅，バスプロトコル，及びメ

モリアクセス方法による性能の違いを評価項目として挙げ，

複数のアーキテクチャを比較検討する。

この性能評価の結果から，性能，回路規模を満たさない

場合は，処理フローの再検討やソフトウェアへ代替する機

能の再検討を行う。ソフトウェアとハードウェアとを同じ

環境でシミュレーションし，性能評価の精度を上げること

に加えて，アーキテクチャの検討時点で様々なアーキテク

チャで性能を評価することによって，性能品質をより向上

させることができる。

６．む　す　び

ソフトウェア開発で利用されているUMLをLSI開発へ適

用することで，開発の初期段階で仕様に関する不具合の検

出が可能になる。これによって，図６に示すように上流設

計での仕様品質や性能品質が向上し，設計下流工程への不

具合流出を防止できる。そして，設計手戻り削減と作り直

しの抑止につながる。今後は性能見積りの容易化や機能分

割方法の指針を整理することが必要である。

参 考 文 献

盧 竹垣盛一，ほか：フロントローディング型開発設計へ

の取り組み，三菱電機技報，80，No.10，636～638

（2006）

盪 古茂田典夫，ほか：FPGAの定量的開発プロセス管理

手法，三菱電機技報，87，No. 4，232～235（2013）

蘯 JEITA EDA技術専門委員会 SLD研究会：ニーズ/シ

ーズ調査に基づくシステム設計手法の提案とシステム

技術言語の適用化検討，第4回 システムLSI琵琶湖ワ

ークショップ発表資料（2000）

http://www.jeita-edatc.com/old/project/sld/public-

j2000/bws_slides_final.pdf

図５．ハードウェア機能のソフトウェアへの代替

機能1

機能3

機能5

機能2

機能4

CPU
（機能2，
　機能4）

バスインタフェース回路

ハードウェア機能
（機能1，機能3，機能5）

バス

メモリ

性能評価

処理フロー図 LSIブロック検討

図６．不具合検出傾向の変化

要求分析 設計 検証

検
出
不
具
合

従来フロント
ローディング化

MITSUBISHI DENKI GIHO



30（232）

要　旨

＊設計システム技術センター　＊＊コミュニケーション・ネットワーク製作所（工博） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013

特集論文

FPGA（Field Programmable Gate Array）開発における

回路設計は，言語ベース設計が主流である。半導体の微細

加工技術の進歩とデジタル製品機能の複雑化から，設計回

路規模は指数関数的に増大し，言語記述のライン数も数十

万行に膨れ上がっている。これに伴い，設計検証品質や開

発期間を確保するための開発プロセス管理が不十分で，不

具合流出や工程遅延の問題が顕在化しつつある。そこで，

言語ベース設計の点で類似しているソフトウェア開発で体

系化されている管理手法に着目した。

ソフトウェア開発では定量的開発プロセス管理（以下

“定量的開発管理”という。）手法によって品質や工程の測定

が行われており（1）（2），その手法を通信機器用FPGA開発へ

適用した。その結果，進捗の定量化による工程遅延発生時

の早期対策が可能となり，システム試験への流出不具合数

は品種あたり半減以下となった。また，実際の工数に対す

る設計初期段階での見積り誤差も半減した。

こうした成果によって，開発全体の品質を示すフロント

ローディング率（注1）は75％から88％に向上した。このこと

は，不具合の早期検出率が高まり，手戻りが削減されたこ

とによって，早期の品質改善につながったことを意味する。

なお，今回のFPGAの定量的開発管理手法はASIC（Appli-

cation Specific Integrated Circuits）開発でも同様の効果を

得ている。

定量的開発プロセス管理に
よる品質確保

要求分析

方式設計

詳細設計

コーディング

ブロック検証

全体検証

論理合成・レイアウト

システム試験

第三者による
フェーズ移行判定

指標値による
品質分析

要求分析

方式設計

詳細設計

コーディング

ブロック検証

全体検証

論理合成・レイアウト

システム試験

曖昧，不十分な
仕様書／設計書
による手戻り

不十分な検証による
繰り返される手戻り

システム試験

改善前 改善後

見積り誤りによる
工程遅延

従来は，品質が不十分なまま次の開発プロセスに移行する場合があったため，品質確保できず手戻りが発生していた。定量的開発プロセス管
理を導入することで，指標値から品質を確認し，不十分な場合は現行の開発プロセスで改善してから次の開発プロセスに移行することで，品質
確保と工程遵守が可能となった。

定量的開発プロセス管理による品質確保

Quantitative Process Management Method of FPGA Development
Norio Komoda, Masami Shirosaki, Naoyuki Hoshi

FPGAの定量的開発プロセス管理手法

（注１） フロントローディング率：回路設計完了までの検出不具合数÷
総不具合数。この数値が高いほど検証工程以降の流出不具
合数が低く，設計品質が高いことを示す。

古茂田典夫＊

城崎雅美＊＊

星　直之＊
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1．ま え が き

1990年代半ばから，ASICやFPGA開発で，言語ベース

の回路設計手法が急速に普及した。この設計手法は，

HDL（Hardware Description Language）と呼ばれる言語で

記述されるため，設計の容易性，半導体ベンダーに依存し

ないメリットがあり，設計生産性の向上に大きく寄与した。

また，半導体の微細加工技術の進歩とデジタル製品機能の

複雑化から，図１に示すように，設計回路規模は指数関数

的に増大し，現在では，設計回路規模で数千万ゲート，

HDLのライン数で数十万行となる開発も珍しくない。こ

のような設計回路規模の増大に伴い，各開発プロセスで行

うべき作業や品質作りこみの実施漏れを見逃したり，分業

化された作業分担の割当てや作業間の連携ができないまま

作業を進めてしまうことがある。その結果，工程の計画値

と実績値との乖離（かいり）や特定回路ブロックの設計品質

悪化を見逃し，工程遅延を招くという問題が発生している。

同様の問題はソフトウェア開発では既に顕著に現れており，

その対策法として定量的開発管理がある。

本稿では，通信機器用FPGA開発に対する定量的開発管

理の適用と，その効果について述べる。

2．定量的開発管理の狙いとV字モデル

大規模化したソフトウェア開発では，検証工程で全ての

項目を検証し妥当性を確認することは現実的に不可能であ

る。この前提に立ち，検証工程以前の早い工程で品質を管

理し作りこんでいくことがソフトウェアの定量的開発管理

の目的である。FPGA開発でも言語ベース設計という点で

類似しているため，ソフトウェア開発における対策法を応

用できると考えられる。

対策を検討するにあたり，V字モデルを活用する。V字

モデルとは，開発工程を設計，検証工程に分け，詳細レベ

ルを同じ高さにしてV字型に記載した開発モデルである。

V字モデルを見れば，開発工程の各フェーズで何を設計し，

その成果物に対して何を検証すれば良いかがわかり，そこ

から成果物，管理すべき指標値を抽出できる。図２は，ソ

フトウェア開発工程を規定したもので，V字の左側がシス

テムの仕様を詳細化していく工程，右側が詳細な検証から

システム検証に向かってシステムを構築していく工程であ

る。左右の工程は関連付けられており，開発の詳細さのレ

ベルを合わせている。このモデルと同様の考え方で，

FPGA開発の差異を考慮しながら作成したV字モデルを図

３に示す。設計プロセスについては，ソフトウェアと同じ

開発プロセスとなった。検証プロセスについては，FPGA

開発の場合，ブロック検証→全体検証の順となる。これは，

ソフトウェア開発の単体テスト→結合テストに類似してい

るため，そのまま置き換えた。FPGA開発特有の開発プロ

セスである論理合成・レイアウトについては，対応するプ

ロセスがないため，独立した開発プロセスとして追加した。

完成したV字モデルから各開発プロセスの成果物を定義し，

各成果物に対して表１のような指標値を定量管理すべき値

として抽出した。

V字モデルと各プロセスにおける成果物，指標値の関係

をまとめたものを図４に示す。各開発プロセスでは第三者

が指標値を分析し，その結果を踏まえて次の開発プロセス

に移行してよいかの判断材料とした。

3．FPGA開発における定量的開発管理手法

3. 1 要求分析段階での定量的開発管理手法

大規模FPGA開発では，工程計画を精度よく見積もり，

遅延が発生した場合でも早期に挽回（ばんかい）する必要が

ある。そのためには，FPGA開発における作業を細分化し，

細分化された各作業に対してリスクを評価し，作業の進捗

状況を定量化する必要がある。そこで，次の施策を行った。

盧 品質計画書によるリスク評価と事前対策

盪 最小作業単位のWBS（Work Breakdown Structure）

入力による進捗定量化と工程遅れの早期対策

品質計画書とは，開発開始前に，開発対象のFPGAに関

して，どのような設計手法，検証手法，指標を用いて品質

確保するかを示した文書である。今回，新たに開発に対す

図１．半導体プロセス進化に伴う
FPGA搭載可能回路規模
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図３．FPGA開発におけるV字モデル
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るリスク評価を行う項目を設けた。これによって懸念点を

事前に洗い出した上で，そのリスク対策を検討し，開発中

にフォローすることでリスクを最小限に抑えることが可能

となった。

工程管理は進捗状況をWBSに入力し管理する。この作

業単位を一週間以上にすると，進捗遅れの早期把握が困難

になる。そこで，最小作業単位を５日以内とし，週単位の

進捗定量化を行った（図５）。これによって，週単位での進

捗遅れの把握ができ，遅れが発生した場合の早期対策が可

能となった。これらの対策によって，計画値と実績値の誤

差が50％削減され，工数見積り誤りによる開発遅延防止が

可能となった。

3. 2 設計段階での定量的開発管理手法

V字モデルの左側に位置する設計の詳細化では，次の２

種類の管理手法を用いた。

盧 設計レビュー工数密度と指摘密度を用いたゾーン分析

による品質管理

盪 DRBFM（Design Review Based on Failure Modes）

による変更影響範囲の管理

設計レビュー工数密度と指摘密度を用いたゾーン分析に

よる品質管理は，設計レビュー工数密度（レビュー工数/ペ

ージ）を横軸に，指摘密度（指摘件数/ページ）を縦軸にとり，

実績値をグラフ上にプロットして，設計品質を定量化する。
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図４．FPGA開発におけるV字モデルと成果物，指標値の関係
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図５．WBS進捗入力例
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表１．定量管理すべき指標値

フェーズ 指標値
ソフトウェアとの

類似性

要求分析

リスク評価 ×

工程表入力による進捗の
計画値との差異

×

方式設計

ページ数 ○

レビュー工数 ○

レビュー指摘数 ○

詳細設計

ページ数 ○

レビュー工数 ○

レビュー指摘数 ○

DRBFMによる変更点管理 ×

コーディング
レビュー指摘数 ○

構文チェッカ修正数 ×

ブロック検証

検証項目数 ○

HDLコード改訂数 ×

レビュー工数 ○

レビュー指摘数 ○

カバレッジ ○

不具合検出数 ○

全体検証

検証項目数 ○

HDLコード改訂数 ×

レビュー工数 ○

レビュー指摘数 ○

カバレッジ ○

不具合検出数 ○

論理合成・レイアウト データ作成回数 ×

システム試験
検証項目数 ○

不具合検出数 ○
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図６に例を示す。この位置があらかじめ設定した指標値内

であれば適正な設計レビューが行われ，不具合除去も適正

と判断する。指標値の範囲外の場合は次のように判断する。

設計レビュー工数に比べて指摘件数が少ないときは，設計

品質が元々高かったか，設計の詳細にまで踏み込んだレ

ビューができていないと判断しレビューが十分かを調査す

る。逆に設計レビュー工数に比べて指摘件数が多いときは，

設計品質が低いと判断する。この場合は，設計品質の低さ

が今後問題となる可能性があるため，再レビューを行う。

これらの対策によって，早期の品質向上が可能となった。

DRBFMは，流用設計変更時や設計途中の仕様変更時に

適用する。DRBFMとは，既存の設計を変更する際，変更

による心配点を抽出し，それが持つ影響範囲を検討し，変

更設計する上での対策や第三者の視点でのレビューを実施

し，未然に不具合を防止する手法である。一覧表化された

変更点に対して一つ一つ管理・対策することで，設計者自

身が気づかなかった不具合を検出することができた。

これらの施策によって，設計段階での早期不具合検出が

可能となり，フロントローディング率が向上した。

3. 3 検証段階での定量的開発管理手法

V字モデルの右側に位置する検証では，次の２種類の管

理手法を用いる。

盧 不具合カウント基準の統一による不具合混入段階の見

える化と分析，対策の実施

盪 検証レビュー工数と指摘件数を用いたゾーン分析によ

る品質管理

設計データは，HDLバージョン管理ツールに更新デー

タと更新履歴を登録することで管理する。不具合カウント

にはHDLバージョン管理ツールが出力する更新履歴ログ

を用いるが，更新履歴の記載レベルが設計者ごとに異なり，

不具合と指標値の対応が不明確であったため，十分な分析

ができなかった。そこで，HDLバージョン管理ツールに

登録すべきバージョン更新履歴情報を定型化し，カウント

基準を統一化した。さらに，HDLバージョン管理ツール

のログから不具合発生ブロックや混入原因などのデータを

自動取得するツールや，プロセス別検出欠陥数を自動集計

するツールを作成した。これらによって，検証品質の分析

精度向上と効率化が可能となり，真に必要な対策を実施す

ることができた。

検証レビュー工数密度と指摘密度を用いたゾーン分析に

よる品質管理は，設計段階のゾーン分析と同様に行い，必

要に応じて追加レビューなどの対策を実施することで，検

証漏れを防止することができた。

3. 4 定量的開発管理による効果

この手法を通信機器用FPGA開発に用いることで，シス

テム試験への流出不具合は半減以下となった。設計段階の

定量的管理によって，仕様の誤解やインタフェース仕様不

備による設計段階での不具合が減少し，検証段階の定量的

管理によって検証漏れによる検証段階での不具合が減少し

た。特に，設計段階での不具合が減少しており，フロント

ローディング率は75％から88％に向上して，早期の品質改

善につながった。

4．む　す　び

FPGA開発に対してソフトウェアの定量的開発管理手法

を適用することは，工数見積り誤りの削減，システム試験

への流出不具合削減，開発工程遅延防止に効果があること

を述べた。流出不具合削減では，フロントローディング率

が向上し不具合の早期検出率が高まり，手戻り削減と品質

改善につながった。なお，今回のFPGAの定量的開発プロ

セス管理手法はASIC開発でも同様の効果を得ている。

今後は，総合的な検証終了判断を行うために，検証消化

計画と累積欠陥数をグラフ化したX管理図などの手法を新

たに適用して最終設計品質を向上させるとともに，FPGA

開発工数に対する定量的開発管理工数の占める割合が高い

中規模以下の開発を行う際の設計者の負担を抑える工夫を

行っていく。

参 考 文 献

盧 （独）情報処理推進機構 ソフトウェア・エンジニアリ

ング・センター編：改訂版　組込みソフトウェア向け

開発プロセスガイド，翔泳社（2007）

盪 （独）情報処理推進機構 ソフトウェア・エンジニアリ

ング・センター編：定量的品質予測のススメ─ITシ

ステム開発における品質予測の実践的アプローチ─，

オーム社（2008）

図６．設計レビューにおけるゾーン分析
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無線通信機器で，特に携帯端末に搭載されるアナログ

LSIは，電池駆動であるため低消費電力化に対する要求が

高い。また，製品サイクルは近年短くなっている傾向があ

り，開発期間を短縮するために効率のよい設計検証技術が

求められている。

低消費電力化手法の一つとして，MOSFET（注1）のゲート

ソース間電圧をしきい値電圧より低い電圧とする弱反転領

域での動作を前提とした設計手法があるが，

盧 微少電流のため，動作速度が遅い

盪 検証モデルと実デバイスとの性能差が大きい

蘯 製造プロセスのばらつきに対して特性が敏感に変化する

等の理由によって，回路特性の保証が困難なためあまり使

われていなかった。

今回，次に挙げる低消費電力アナログLSIの設計検証技

術を適用することで開発の初期段階でこれらへの対策を可

能とした。

盧 素子サイズ最適化設計技術

盪 トリミング設計技術

蘯 ばらつき解析検証技術

盻 感度解析検証技術

眈 リーク電流低減設計技術

眇 可視化による寄生抽出最適化検証技術

仕様策定段階

・回路方式・回路構成設定
・目標性能設定
　表計算を使用したレベルチャート設定
　MATLAB（注2）を使用したシステム設計

回路設計／検証段階

マスクレイアウト設計／検証段階

LSI試作段階

LSI評価段階

DC ：Direct Current
AC ：Alternate Current
TR ：Transient
DRC ：Design Rule Check
LVS ：Layout Versus Schematic
JDV ：Job Deck Viewing

(注2)　MATLABは，The MathWorks, Inc. の登録商標である。

・回路設計
　回路図入力エディタ(接続図)
　テキストエディタ(アナログ記述言語)
・機能検証及び性能検証
　DC解析，AC解析，TR解析
　デジタル・アナログ混載検証

・マスクレイアウト設計
　マスクレイアウトエディタ(手入力)
　自動素子生成(シンボリックリンク)
・マスクレイアウト検証
　DRC検証，LVS検証等

・フォトマスク作成
　JDVによる確認
・マスクレイアウト検証
　DRC検証，LVS検証等

・LSIの実動作確認
・設計／検証段階で確認できない
　ノイズや干渉特性の確認

アナログLSI開発フロー

低消費電力設計検証技術

(1)　素子サイズ最適化設計技術
(2)　トリミング設計技術
(3)　ばらつき解析検証技術
(4)　感度解析検証技術

(5)　リーク電流低減設計技術
(6)　可視化による寄生抽出最適化検証技術

アナログLSIの開発フローのうち開発の初期段階で品質を作りこむには，回路設計／検証段階とマスクレイアウト／検証段階が最も効果的で
ある。このため，低消費電力設計検証技術をこれらの段階に追加することで低消費電力アナログLSIの製品品質を高めることができる。

低消費電力アナログLSIの開発フローと設計検証技術

Analog LSI Design Verification Techniques for Low－power Wireless Communication
Mikio Uesugi, Masaki Ono, Masanobu Hiramine

無線通信向け低消費電力アナログLSIの
設計検証技術

上杉美喜夫＊

大野正輝＊

平峰正信＊＊

（注１） MOSFET（Metal－Oxide－Semiconductor Field－Effect
Transistor）は，電界効果トランジスタ（FET）の一種で，
LSIの中では最も一般的に使用されている構造である。
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1．ま え が き

無線通信機器に搭載されるアナログLSIで，特に携帯端

末向けのものは，電池駆動が基本となっており，限られた

電力消費の中で無線通信に必要な動作を行う必要がある。

また，無線携帯機器では，１つのボタン電池で数年間動作

することが求められ，低消費電力化に対する要求が高い。

一方，製品サイクルは短くなってきており，短期間での効

率的な開発が強く求められている。

本稿では，低消費電力アナログLSIの設計で，開発の初

期段階で品質を作りこむために用いた設計検証技術につい

て述べる。

２．低消費電力化の手法

無線携帯機器で，ボタン電池１つで２年間の動作を可能

とするためには，アナログLSI全体の消費電力を数十µW

以下にする必要がある。アナログLSIの低消費電力化を行

う手法として，回路を間欠動作させる手法がある。間欠動

作の電流イメージを図１を用いて述べる。間欠動作させる

には，通信回路と間欠動作のタイミングを生成する間欠動

作制御回路が必要である。通信回路の消費電流をIa，間欠

動作制御回路の電流をIbとした場合，通信動作時の電流は

Ia＋Ib，非通信動作時の電流はIbとなる。これをデュー

ティ比1/250で間欠動作させた場合，アナログLSI全体の

消費電流は，Ia/250＋Ibとなり，アナログLSIの消費電流

としてIaの消費電流を大幅に低減することができる。この

ようにデューティ比を調整することで，低消費電力化が可

能となるが，デューティ比の調整幅はシステムによって制

約がある。また無線携帯機器のようなボタン電池での駆動

が必要なシステムについては，間欠動作制御回路の電流Ib

も無視できず，低減する必要がある。

回路を構成する素子であるMOSFETの特性（図２）は，

しきい値電圧（MOSFETがオンする電圧）を境に強反転領

域と弱反転領域に分かれており，それぞれの特性が異なっ

ている。一般的な回路に使用している領域は，強反転領域

といわれるMOSFETがオンした状態での使用を前提とし

ており，数µA以上の電流が流れる。しかしこれでは目標

である数十µW以下にできない。よって弱反転領域での動

作を前提とした設計手法を用いることとした。弱反転領域

は，MOSFETがオフしている状態であり，数nA以下の微

少電流である。この領域におけるドレイン電流の特性はゲ

ートソース間電圧に対して指数関数的に増加しており，こ

の特性を用いて電流を制御し，間欠動作制御回路を動作さ

せ，アナログLSI全体を数十µW以下の低消費電力に抑え

ることが可能である。しかしMOSFETを弱反転領域で動

作させる場合，次の問題が生じる。

①微少電流のため，動作速度が遅い

②製造プロセスに対して特性が敏感に変化する

③半導体メーカーから提供される回路検証用モデルと実

デバイスとの性能差が大きい

①については間欠動作制御回路などの動作速度が遅くて

も問題のない回路用途に限って使用することで対策可能で

あるが，②，③については回路特性の保証が困難なため，

今まではあまり使われていなかった。今回，低消費電力ア

ナログLSIの設計検証技術を適用することで②，③への対

策を可能とした。

3．アナログLSIの開発フロー

まず，一般的なアナログLSIの開発フロー及び各フロー

の役割について図３を用いて述べる。

盧 仕様策定段階

システムとして必要な機能や性能を数式や表レベルで検

討し，回路方式及び目標性能を設定する。

盪 回路設計／検証段階

策定された仕様に基づき設計を行う。設計した回路は

SPICE（Simulation Program with Integrated Circuit

Emphasis）シミュレータを用いて検証を行い，機能及び目

標性能どおりの動作をするか確認する。

蘯 マスクレイアウト設計／検証段階図２．MOSFETの特性

弱反転領域

通常使用する特性

ゲートソース電圧

ド
レ
イ
ン
電
流 指数関数的に増加

強反転領域

しきい値電圧

図１．間欠動作のイメージ図

間欠動作
制御信号

動作電流

通信動作
期間(Ta)

非通信
動作期間

1周期(T)

Ia

Ib

Ia：通信回路動作電流　Ib：間欠動作制御回路動作電流

通信動作時電流：Ia＋Ib
非通信動作時電流：Ib

平均動作
電流

Ib
Ia・D

デューティ比
(D)＝Ta/T

全体平均電流：Ia・D＋Ib
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盪で設計した回路に対し，マスクレイアウト設計を行う。

アナログ回路ではマスクレイアウトが性能に影響を及ぼす

ため，大部分が手作業で行われいる。また規則どおりの幅

や間隔でマスクレイアウト設計が行われているかの検証と

してDRCや，回路図と設計したマスクレイアウトが完全

に一致していることを確認するため，LVSなどの検証を行

う。

盻 LSI試作段階

蘯で設計したマスクレイアウトでフォトマスクを作成し，

LSIを製造する。

眈 LSI評価段階

製造したLSIが回路設計どおりの機能及び性能を達成し

ているか，実際に動作させて確認する。また回路設計／検

証段階で確認できないノイズや回路間の干渉などを確認する。

弱反転領域動作での問題に対して開発の初期段階で対策

を行うには，特に盪回路設計／検証段階，蘯マスクレイア

ウト設計／検証段階で行うのが最も効果的である。これら

の段階で適用した具体的な手法について次章に述べる。

4．低消費電力アナログLSIの設計検証技術

4. 1 回路設計／検証段階

弱反転領域で動作させた場合の問題点は，製造プロセス

に対して特性が敏感に変化することと，検証モデルと実デ

バイスとの性能差が大きいことを２章で述べた。回路設

計／検証段階でこれらの対策を行うのに用いた技術につい

て述べる。

4. 1. 1 素子サイズ最適化設計技術

製造プロセスの微細化に伴い，チップ面積の低減には大

きく貢献しているが，逆に製造ばらつきの影響を受けやす

くなっている。このため，製造ばらつきの影響を受けにく

い設計を心がける必要がある。弱反転領域の特性で大きな

影響を受けるのは，図４の特性の傾きを示す係数である弱

反転係数（S）である。この弱反転係数の製造ばらつきを低

減する手法として最も効果的なのは，MOSFETのゲート

長（L）の最適化である。図４に示すとおり，ゲート長を大

きくすれば弱反転係数のばらつきは小さくなり，回路上の

設定電圧に対するドレイン電流のばらつきを，低減するこ

とが可能である。設計時には，チップ面積の低減のため，

ゲート長を小さくしがちだが，弱反転領域でのばらつきを

検証し，最適なゲート長にする必要がある。

4. 1. 2 トリミング設計技術

弱反転領域を用いた回路の場合，半導体メーカーから提

供される回路検証用モデルと実デバイスとの性能差が大き

いため，検証どおりには動作せず，最悪の場合動作しない

可能性がある。このため，動作しなかったことを想定した

対策が必要である。この対策として有効なのは，トリミン

グ回路を付加することである。トリミング回路は，レジス

タなどを用いて外部からソフトウェア的に回路特性を調整

したり，レーザを用いて物理的に回路特性を調整する方法

がある。特に試作段階では，回路検証用モデルと実デバイ

スとの性能差を把握するため，トリミング幅は極力大きく

しソフトウェア的に調整できるようにしておく。

4. 1. 3 ばらつき解析検証技術

ばらつきには，使用する電源電圧や温度等の“環境ばら

つき”とLSIを製造する際に発生する“製造ばらつき”があ

り，製造ばらつきはMOSFETの利得や抵抗値などの絶対

的なばらつきである“チップ間ばらつき”と素子の位置や向

きに起因する相対的なばらつきである“チップ内ばらつき”

とがある。またばらつき幅は一般的に“チップ間ばらつき”

は±10～±30％，“チップ内ばらつき”は±1～±3％と言わ

れている。一般的な回路を設計する場合，“環境ばらつき”

と“チップ間ばらつき”を考慮して，回路の特性がmax条件，

min条件で問題ないか確認するコーナー解析を実施すれば，

ある程度所望の特性を得ることができていた。しかし弱反

転領域での動作は，少しの条件変化でも特性が大きく変動

することから“チップ内ばらつき”についても考慮する必要

がある。“チップ内ばらつき”の解析にはモンテカルロ解析

が有効である。これは回路内の１個ずつの素子を統計分布

に基づいてばらつかせ，解析するものである。ばらつき範

囲や各素子の最大・最小値及び解析回数を設定でき，検証

結果を分析することで，所望の特性を達成している。

36（238） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013
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図３．アナログLSI開発フロー

�　仕様策定段階

�　回路設計／検証段階

�　マスクレイアウト設計／検証段階

�　LSI試作

�　LSI評価

・回路方式及び目標性能設定

・SPICEシミュレータを用いて性能検証

・マスクレイアウト設計，DRC，LVS検証

・フォトマスク作成，LSI製造

・製造LSIの実動作確認
図４．ばらつき特性

電流ばらつき大
電流ばらつき小

MOSFETのゲート長(L)：小 MOSFETのゲート長(L)：大

ゲートソース電圧 ゲートソース電圧

ド
レ
イ
ン
電
流

ド
レ
イ
ン
電
流

傾き(弱反転係数：S)
が大きくばらつく

設定電圧 設定電圧
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4. 1. 4 感度解析検証技術

また弱反転領域を用いた回路では，論理回路のオン／オ

フ切り換え時など，回路の状態が遷移する際に発生するノ

イズ電流が，回路動作に大きな影響を与え，例えば動作停

止などの不具合を引き起こす場合がある。

このような不具合を回避するため，回路の構成素子一つ

ずつに対して，素子がばらついた場合に回路特性がどのく

らい変動するのかという特性変動に対する素子の寄与度を

可視化できる感度解析を実施し，寄与度の高い素子には，

不具合を回避する施策を行うことが有効である

4. 2 マスクレイアウト設計／検証段階

回路設計／検証段階では回路自体の特性について述べて

きた。マスクレイアウト設計／検証段階では，LSIの物理

構造によって発生する現象の把握や影響の低減を主眼とし

てリーク電流低減設計技術と可視化による寄生抽出最適化

検証技術で対策する。

4. 2. 1 リーク電流低減設計技術

シリコン基板上のPN接合部に光が当たると，起電力が

発生しリーク電流が生じる。このリーク電流量は弱反転領

域で使用している回路電流と同レベルであり特性劣化や誤

動作の懸念が生じる。マスクレイアウト設計時にはPN接

合面を確認し，配線層で蔽（おお）い光を遮断する必要があ

る。これはレイアウト検証ツールであるDRCやLVSでは

検出されないため，設計レビュー時に確実に確認すること

が重要である。

4. 2. 2 可視化による寄生抽出最適化検証技術

マスクレイアウトの配線による抵抗成分や寄生容量成分

による影響も無視できない。特に回路間を接続している配

線が長くなると，配線抵抗及び配線と対地間及び配線間の

寄生容量が大きくなり，次段の回路を駆動できなくなった

り，他信号に対して大きく遅延したりして誤動作する。抵

抗，容量及びインダクタンス等の配線寄生素子を抽出する

LPE（Layout Parasitic Extraction）を使用し，設計した回路

と合わせて検証することも必要である。しかし，実回路で

LPEを行う場合，回路規模に応じて抽出時間や，抽出結果

を設計した回路と合わせた検証時間が増大するため，回路

規模によっては現実的な時間で検証できない問題が発生する。

このため，重要な配線を選択しその部分だけLPE抽出を

行い検証時間を短縮する手法が用いられる。重要な配線を

検出するためプログラムを作成し，配線長が長い配線や隣

接配線との間隔が短い配線をマスクレイアウトツール上で

ハイライト表示し可視化するなどの手段も有効である。

5．間欠動作制御回路

４章の設計検証技術のすべてを適用し，無線通信向けの

間欠動作制御回路を試作した。間欠動作制御回路はアナロ

グLSIを間欠動作させるための制御信号を生成している回

路である。試作した回路のブロック図を図５に示す。また，

試作品における間欠動作の出力波形を図６に示す。回路内

をすべて弱反転領域で動作させた結果，間欠動作制御回路

を消費電力１µW以下で実現することがでた。この回路を

用いてアナログLSI全体を間欠動作させることで，アナロ

グLSI全体の消費電力を数十µW以下で実現し，１つのボ

タン電池で２年間の通信動作を可能とした。

6．む　す　び

これらの設計検証技術を用いることで，所望の低消費電

力アナログLSIを実現できた。本稿では低消費電力化に対

する設計検証技術について述べた。この技術は低消費電力

化に限らず，様々な用途に展開可能であり，今後もこの技

術を活用して開発の初期段階における製品品質の作りこみ

を行う。

図５．ブロック図
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図６．出力波形
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近年の家電製品開発では性能向上，コスト削減，期間短

縮における改善ニーズがますます高まっている。一見，三

律背反とも思われるQCD（Quality，Cost，Delivery）のバ

ランスを最適に成立させる設計方法論が求められている。

特に冷蔵庫やエアコン製品では開発サイクルが短い中で，

高い省エネルギー目標に応える必要がある。省エネルギー

設計に重要な熱流体現象は目に見えないため，高精度な物

理解析モデルを用いた可視化が有効である。

CFD（Computational Fluid Dynamics）を活用した三次

元解析技術による現象の定量化・見える化から製品に対す

る理解度を深め，試作前段階で合理的・創造的に製品仕様

を決定することが効果的である。

本稿では，家電製品設計に適した三次元解析手法を開発

し，冷蔵庫での省エネルギー構造の構想と，エアコン室外

機ファンの空力騒音源を特定した事例について述べる。熱

流体・湿度・空力騒音を始めとするエネルギー移動，力学

的現象は目に見えず，詳細な計測も困難であるため，高度

な解析技術が有効である。その一方で，解析インフラは，

数値計算の手段であり，製品開発で効果を創出するには利

用技術の更なる向上や技術者育成が不可欠である。今後と

も，新価値創造（アイデア考案型の攻めのCAE）から，品

質保証（検証型の守りのCAE）までの広範な製品開発にこ

の手法を適用拡大し，持続可能な省エネルギー社会・地球

環境の保全に貢献していく。

冷蔵庫の省エネルギー設計への適用 ルームエアコンの低騒音化設計への適用

真空断熱材

プロペラファン

回転方向

風向

冷蔵庫全体の温度・熱流分布を三次元解析で可視化し，容量アップと省エネルギー性能を両立した“新・薄型断熱構造SMART CUBE”を実
現した例（左）。
エアコン室外機プロペラファンの騒音要因となる渦度（流体要素の自転運動の強さ）（ω=rotU）の等値面を可視化した解析例（右）。

冷熱空調家電における三次元熱流体解析手法の適用事例

Energy Saving Design and Verification Method for Home Appliances Products using CFD
Takashi Kobayashi, Satoshi Nakatsu, Hiroshi Eto, Shingo Hamada, Takuya Kodama

冷熱空調家電でのCFD活用による
省エネルギー上流設計・検証解析技術

小林　孝＊ 濱田慎悟＊＊

中津哲史＊＊ 児玉拓也＊＊

衛藤　浩＊＊
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1．ま え が き

近年の家電製品開発では性能向上，コスト削減，期間短

縮における改善ニーズがますます高まっている。一見，三

律背反とも思われるQCDのバランスを最適に成立させる

設計方法論が求められている。特に冷蔵庫やエアコン製品

では開発サイクルが短い中で，高い省エネルギー要求目標

に応える必要がある。省エネルギー設計に重要な熱流体現

象は目に見えないため，設計上流段階に高精度な物理モデ

ルを導入することが有効である。近年ではCFDを活用し

た三次元解析技術が有力な設計支援ツールとなっており，

現象の定量化・見える化から製品の理解度を深め，試作前段

階に合理的・創造的に製品仕様を決定することが期待できる。

2．熱流体解析による現象見える化・省エネルギー設計法（1）

製品設計とは，仮説立案と性能検証を繰り返し，限られ

た時間内に製品を具現化する創造的プロセスである。設計

過程では，自ら設計検討モデルを構想し，設計仕様を満足

するまで仮説構築と検証を繰り返して機能・形状を実体化

していく。具体的には，図１に示す段階的詳細化（Step-

wise refinement）ループを回して，限られた開発期間とリ

ソースの中で製品のQCDを作りこむ。

設計上流でのオーダー計算モデルで製品構想の方向性を

絞り込み，有望案の三次元解析から高精度な設計検証と発

想アイデアの充実化をはかる。大規模解析から得られる現

象情報は豊富であり，設計者の発想支援に創造的ブレーク

スルーを起こす可能性がある。これらの解析ツールやIT

の解析結果から得られる解の有効性は設計者が設定するモ

デル品質次第であり，次の２つの能力が決め手となる（図

２）。

盧 モデル化力（適切な設計モデルを構築する能力）

最新の並列計算環境（High Performance Computing：

HPC）上で熱流体解析を行えば，数mm単位の空間解像度，

数msオーダーの時間分解能で物理現象が解像できる。つ

まり，実験データ情報をしのぐ製品丸ごとの物理

現象の見える化が実現されつつある。その一方で，

例えば空力騒音現象を支配する物理現象スケール

は数mPaの圧力変動や数µm程度の渦スケールで

あり，適切な簡略化や乱流モデルの導入が必要と

なる（モデルリダクション）。つまり，利用者自身

が対象の本質を理解し，適正な支配方程式や計算アルゴリ

ズム，離散化スキーム，乱流モデルを選定し，適切な計算

格子や境界条件，時間ステップを決定して，モデルを構築

する必要がある。

盪 気づき・発想力（膨大な解析結果から読み取る能力）

近年のHPC環境では複数の物理量について，数千万か

ら数億格子点での空間分解能で，µs単位の時間分解能の

非定常挙動を計算できる。したがって，よりリアルな“設

計モデル”が構築できれば，人間の想像力を超えた製品理

解と発想支援が期待できる（Inputの質・量が変われば，

Outputの質も変わる）。しかしながら，得られた数値解は

単なる数字の羅列である。その解析結果をどこまで信頼し，

膨大な三次元情報（一種のビッグデータ）をどんな切り口

（物理量，座標軸，時間軸・・・）で分析して発案に結びつ

けるかは利用者のセンスや経験量に強く依存する。つまり，

膨大な解析結果（Information）を効果的に設計知識（Knowl-

edge），設計革新への英知（Wisdom）へと昇華・価値化さ

せる利用者側での洞察力・創造力（Intelligence）が不可欠

である。

3．空調冷熱機器への適用事例

この章では，三次元熱流体解析を省エネルギー冷蔵庫や，

エアコン室外機の低騒音化の開発に適用した設計事例につ

いて述べる。

3. 1 冷蔵庫の省エネルギー設計への適用事例（2）（3）

3. 1. 1 薄型断熱箱設計への活用

低消費電力の省エネルギー冷蔵庫を実現するには，ヒー

トポンプの負荷となる外部からの熱浸入量を減少させる箱

の断熱設計が鍵となる。壁を経由した庫内への熱流束qx

の合計熱量Qtotal［W］は式盧，式盪でオーダー試算できる。

…………盧

…………………………………盪

図１．段階的詳細化設計ループ

高精度な設計検証 アイデアの充実化・統合

簡易モデル計算・コンセプト統合
（全体最適シンセシス）

三次元の詳細形状での解析，現象見える化・分析
（現象のアナリシス）

図２．デジタル手法利用における情報欠損・要因過程

設計センス＝妥当な設計モデルの構築・分析・創造力！

実際の製品・アナログな物理現象

（モデル誤差・定式の不足）数理化精度φ1

離散化精度φ2

分析効率φ3 （洞察力の不足・見落とし…）

工学モデル化
（実現象の単純化，切り出し）

数値計算モデル化
（工学モデルの近似求解）

可視化・分析・創造
（アイデア創成過程）
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αo ：庫外熱伝達率［W/m2K］

αi ：庫内熱伝達率［W/m2K］

λ ：壁の熱伝導率［W/mK］

t ：固体壁厚さ［m］

Kx：局所壁熱通過率［W/m2K］

ただし，実際の冷蔵庫では断熱が弱い壁部位や板金フラ

ンジを経由して壁内を三次元的に熱流が回り込むが，実験

的な把握が難しい。そこで図３に示す箱全体での三次元解

析モデルを開発し，壁内の熱流経路のビジブル化・特定を

可能とした。この手法を設計上流段階で適用し，断熱の基

本となる真空断熱材のレイアウト，扉，外壁の壁厚を最適

化して，容量アップと省エネルギー性能を両立させた

“新・薄型断熱構造SMART CUBE”を実現した。

3. 1. 2 プレ着霜冷却器開発への活用

庫内の狭空間の気流や温度，湿度分布は目に見えない現

象であり，多点実測が困難である。そこで，冷却器周辺の

高温多湿の空気の流動分布を解析的に可視化した。冷蔵室

から戻る高湿空気は循環経路内で上向きに曲がる際の遠心

力で背面側（図４の右壁側）に集中することがわかった。そ

こで，高湿空気が冷却器本体に触れる前に効果的に除湿す

る“プレ着霜冷却器”（図５）を考案した。冷却器の風上に設

けたプレ着霜フィン部を通過した空気は除湿状態で冷却器

本体に流入するため，冷却器本体への霜付着が軽減できる。

その結果，従来品に対して同一の着霜量での冷却能力維持

時間を30％延長でき，外気温度が高い季節の除霜運転周期

を24時間から48時間に１回に低減できた。また，集中着霜

設計の思想も奏功して除霜のためのヒーター印加時間も従

来比で半減し，年間消費電力量を大幅に低減できた。

3. 2 ルームエアコンへの適用事例（4）

3. 2. 1 室外機プロペラファンの低騒音化設計への活用

快適居住性を訴求価値とする白物家電では，省エネルギ

ー性能とともに低騒音化も重要な設計テーマである。エア

コン室外機で熱交換性能を増大するには，ファン回転数の

増加が有効である。しかし，風量はファンの回転数に比例

するのに対し，空力騒音は回転数の５～６乗に比例して増

大する（図６）。

3. 2. 2 プロペラファンの空力騒音解析技術の開発

回転翼によって空気塊が流動すると，空気の弾性と慣性

作用から渦の収縮・拡大に伴う微小な圧力変動が起こる。

回転翼は観測者に対して加速度運動する移動音源となり，

伝播（でんぱ）した粗密波（騒音）は次式に示すSPL（音圧レ

ベル）値［dB］として評価される。

……………………蘯

ここでP0（＝2×10－5［Pa］）は基準値となる1,000Hzでの

人間の標準的最小可聴音圧である。高速な回転体から生じ

る微小な圧力の伝播現象を実験的に計測して音源部位を特

定することは困難である。近年では，表１に示す空力騒音

解析手法の適用が有望である。

今回の適用対象では音源へのフィードバック現象は小さ

いため，計算負荷が軽減できる分離解法を適用した。最初

に，非圧縮性流れを仮定して800rpmでファンを回転させ

40（242） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013

特集論文

図４．冷蔵室からの多湿空気流動の解析的把握

気流循環方向

冷却器本体

プレ着霜部

流入口

流出口

除霜用ヒーター

図３．冷蔵庫の熱現象可視化例と考案した新薄型断熱箱

真空断熱材

図５．プレ着霜フィン付き新型冷却器

冷却器本体

プレ着霜部
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図６．エアコン室外機（左）とファン周囲の渦度ω等値面（右）

プロペラファン
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特集論文

た非定常乱流解析を行った。解析領域の格子分割数は約

3,500万で，空間離散化には２次精度MUSCL（Monotone

Upstream－centered Scheme for Conservation Laws）ス

キームを用い，ファン１回転あたり360タイムステップの

時間分解能（4.8kHz）とした（翼枚数と回転数で決まるBPF

（Blade Passing Frequency）の１次NZ成分（40Hz）の120倍

に相当）。次に，流体解析から得られた圧力変動を音源情

報として音響解析の入力条件とした。音響アナロジー解析

では，流れ中の移動物体の音圧伝播モデルとして導かれた

Ffowcs－Williams and Hawkings（FW－H）の波動方程式を

解き，ファン回転運動と翼やベルマウス表面の圧力変動に

伴う空力騒音を評価した。実験値と解析値は，ファンから

風上に0.7m離れた観測点での音圧スペクトルで比較した。

流体解析での乱流モデルは，最初に非定常RANS（Reynolds

Averaged Navier－Stokes equation）を用いたが，実験値

に対して音圧レベルが過小評価された（図７秬）。ここで，

非定常RANSで導入されるレイノルズ応力は，非定常流を

時間平均的（定常流）に類推するみかけの力である（乱流運

動エネルギーkと乱流エネルギー散逸率εの関係から流れ

の非定常性や局所的な変動を時間平均化したモデルであ

る）。したがって，音源となる微小渦の圧力変動も時間平

均化されて過小評価されてしまう。次に用いた空間平均型

乱流モデルLES（Large Eddy Simulation）では，非定常性

や局所的なはく離は一切モデル化せず，格子サイズ以下の

エネルギー伝達だけがモデル化される。モデルの原理的に

LESは，RANSが苦手とする大規模はく離や乱流の非定常

再現に優れ，解析値は実測値とよく一致した（図７秡）。ま

た渦度等値面による空力騒音源の空間分布の特定・可視化

も可能となった。

4．む　す　び

家電製品を対象とした高精度な熱流体解析モデルを開発

し，冷蔵庫での省エネルギー構造の考案や，エアコン室外

機ファンの空力騒音源を特定した事例について述べた。熱

流体・湿度・空力騒音を始めとするエネルギー移動，力学

現象は目に見えず，場の物理量の詳細計測も困難であるた

め，高精度な解析技術が有効である。この手法を効果的に

用いれば，限られた時間制約の中で製品価値を高めつつ，

技術合理的なコスト低減（製品ムダ取りVE）も可能となる。

その一方で解析インフラは，数値計算の手段であり，製品

開発で効果を出すには，創造的な利用技術の開発や技術者

育成が不可欠である。今後とも，新価値創造（アイデア考

案型の攻めのCAE）から，品質保証（検証型の守りのCAE）

までの広範な製品開発にこの手法を適用し，持続可能な省エ

ネルギー社会・地球環境の保全に貢献していく。
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図７．ファン空力騒音における実験値と解析値の比較
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表１．空力騒音解析手法の分類

手法 特徴

盧 直接解法
（CAA）

Lighthill方程式を直接計算し，圧縮性流体解析での密度
変化から粗密波の伝播を直接に求める。伝播する音波の
干渉やフィードバックを考慮できるが，波長の1/10程度
の格子分解能や，小さな圧力変動を計算可能な高次な精
度スキーム，時間分解能が必要で，計算負荷が膨大である。

盪 分離解法

非圧縮性流体解析で音源部位の圧力変動を計算した後に，
音響伝播を別途計算する。音源へのフィードバックを考
慮できないものの，直接解法に比べて大幅に計算負荷を
削減できる利点がある。

CAA：Computational Aero Acoustics
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箱型筐体（きょうたい）に制御機器を納めた制御盤は，信

頼性を確保する上で，放熱設計や耐震設計の重要度が高い。

例えばインターネットインフラを支える光通信装置（光通

信用の制御盤）は，通信処理量の増加に伴い発熱が増大し

ており，高い放熱性能が求められている。また，巨大地震

の多発によって従来以上に耐震性能の重要性が高まってい

る。これらの性能確保のためには，設計自由度の高い開発

上流で詳細に設計検討する必要がある。

一方で制御盤の放熱設計検証や耐震設計検証は計算機の

高速化に伴い三次元データを活用した三次元解析の導入が

進んでいる。しかし，無秩序に三次元解析を行うと非効率

な作業となり，性能確保の効率的な設計検討を阻害する。

このため，三次元データを有効に活用しながら効率的に

設計する設計プロセスの再整備が必要になってきている。

本稿では，光通信装置の放熱性能及び耐震性能を効率的

に検討する設計検証技術と設計プロセスを実現する設計環

境について述べる。

まず，原理原則に基づく設計計算式を集約した設計ツー

ルを整備して，基本構造の幅広い検討を可能とした。次に，

実際の詳細構造の現象を予測する三次元解析技術を構築し，

高精度な性能予測に基づく詳細構造の検討を可能とした。

設計計算式を用いて基本検討をした上で，三次元解析技

術を用いた詳細検討をする設計プロセスの設計環境を整備

することで，放熱性能と耐震性能の効率的な設計を実現した。

基本検討

詳細検討

製品企画

簡易計算式で検討 1質点モデルでの検討

三次元熱流体解析 三次元耐震解析

詳細設計へ

放熱設計 耐震設計

判定

OK

NG

OK

NG

放熱設計 耐震設計

判定

出口
空気
温度

部品
ケース
温度

原理原則に基づく設計計算式の整備
→設計の上流における
　基本構造の検討を充実化

三次元解析技術の構築
→高精度な性能予測に基づく
　詳細構造の検討を充実化

光通信装置を対象に，放熱設計と耐震設計の設計検証技術を開発した。設計計算式を用いて基本検討をした上で，三次元解析技術を用いた詳
細検討を行う設計プロセスの設計ルールと設計環境を整備することによって，高い放熱性能と耐震性能の効率的な設計を実現した。

光通信装置の放熱・耐震設計プロセス

Thermal and Earthquake Resistant Design and Verification Technologies for Control Console
Jiro Yoshizawa, Keita Tonoike, Yoshio Okinishi

制御盤の放熱・耐震設計検証技術
吉沢二郎＊

外池恵大＊

沖西佳雄＊＊
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1．ま え が き

箱型筐体に制御用の電気，電子機器を納めた制御盤は，

電力システム・情報通信システム・ビル管理システム等を

構成する装置として様々な形で利用されている。安定して

システムを稼働させるために，制御盤には高い信頼性が必

要とされ，信頼性を確保する上で，制御盤の放熱設計や耐

震設計の重要度が高い。

例えば情報通信用の光信号を制御する光通信装置（光通

信用の制御盤）は，情報ネットワークインフラを支えるた

めに高い信頼性が要求される。インターネットを中心に情

報ネットワークは世界的規模の社会インフラとなって拡

大・進化を続けている（1）。通信処理量が増加傾向にある光

通信装置は，装置の発熱が増大しており，高い放熱性能が

求められている。また，巨大地震の多発によって従来以上

に耐震性能の重要性が高まっている。これらの性能を確保

するためには，設計自由度の高い開発上流段階で詳細に設

計検討する必要がある（2）。

一方で制御盤の放熱設計や耐震設計検証は計算機の高速

化に伴い三次元データを活用した三次元解析の導入が進ん

でいる。しかし，無秩序に三次元解析を行うと非効率な作

業となり，性能確保の効率的な設計検討を阻害する。この

ため，三次元データを有効に活用しながら効率的に設計す

る設計プロセスの再整備が必要になってきている。

本稿では，光通信装置の放熱性能及び耐震性能を効率的

に検討する設計検証技術と設計プロセスについて述べる。

2．放熱・耐震設計プロセスの構築

光通信装置（図１）の放熱設計・耐震設計には，概略性能

予測をする設計計算式が従来用いられてきた。原理原則に

基づき物理法則から構築された設計計算式は，設計工学の

進歩とともに進化し，仮定条件によって異なる多

様な計算式が存在する。例えば，放熱設計におけ

る仮定条件は，吸排気口の圧力損失を考慮するか

否か，放射による放熱を考慮するか否か，冷却用

ファンの特性を考慮するか否か等がある。どの計

算式を用いるかは，設計者の裁量に任されていたため，経験

によって設計完成度は大きく異なっていた。また，どちらの

計算式でも仮定条件による大きな予測誤差が含まれる。この

ため，計算式によって設計した試作品の実測結果に基づき再

度検討する時間を確保し，製品設計を完了してきた。

一方，市場へのタイムリーな製品投入に向けた短期開発

のためには，試作段階の設計手戻りを抑制する必要があり，

設計段階の詳細性能予測が重要となる。このため近年では，

詳細性能予測が可能なCAE（Computer Aided Engineer-

ing）による三次元解析が活用されてきている。しかし三次

元解析は，計算モデルの検討に時間がかかり，さらには，

計算実行に時間がかかるために多くの設計案の検討は困難

である。このために，設計期間内に検討しきれずに，試作

段階の設計手戻りが発生するケースが散見されていた。

そこで，設計検討の効率化を図り短期開発を実現するた

めに，設計プロセスの見直しを実施した。まず，設計計算

式を棚卸しし，仮定条件を極力排除した上で多くの検討が

可能な計算式を選定した。さらに，実測結果との比較に

よって設計計算式の予測精度を確認し，検討可能な範囲を

明確化した。この計算式を用いた設計ツールを整備するこ

とで，設計者の経験によらず基本構造の幅広い検討を可能

とした。次に，詳細性能予測に必要な精度を製品コストに

影響を与えず過剰設計とならないように見定めた上で，同

精度で予測が可能かつ短時間で計算可能な三次元解析の計

算モデルと設計時の判定基準を構築した。これらをルール

化することで，高精度な性能予測に基づく詳細構造の検討

を可能とした。３章で放熱設計，４章で耐震設計について

構築した内容を述べる。

設計計算式を用いて基本検討をした上で，三次元解析技

術を用いた詳細検討をする設計プロセス（図２）を実現する

図１．光通信装置

基板

図２．放熱・耐震設計プロセス

基本検討

詳細検討

製品企画

簡易計算式で検討 1質点モデルでの検討

三次元熱流体解析 三次元耐震解析

詳細設計へ

放熱設計 耐震設計
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放熱設計 耐震設計

判定

出口
空気
温度

部品
ケース
温度

MITSUBISHI DENKI GIHO



設計環境を整備することで，放熱性能と耐震性能の効率的

な設計を実現した。

放熱設計では，従来は設計段階で４週間かけて２，３パ

ターンの検討しかできず，試作段階で２か月程度かけて詳

細検討を実施していた。今回の設計環境を製品開発に活用

したところ，３週間で約40パターンの検討を実施した上で

設計を完了し，試作段階で設計手戻りなく開発を完了した。

40パターンの検討は，従来試作段階で実施していた製品の

仕様違いやファン故障時などの想定や放熱部品コスト低減

に向けた検討などである。

また，耐震設計では，従来は設計段階で２週間かけて検

討し，試作段階の耐震試験で問題が発生した場合は，２か

月程度の設計手戻りが発生していた。今回の設計環境を製

品開発に活用したところ，１週間で設計を完了し，試作段

階で設計手戻りなく開発を完了した。

次に，今回整備した放熱設計検証技術と耐震設計検証技

術について述べる。

3．放熱設計検証技術

光通信装置は，実装された数十枚の基板から合計4,000W

前後の発熱があり，10個以上の強制空冷ファンを搭載して

冷却している。複数あるファンの１つが故障しても装置は

停止することなく稼働しつづける必要があるため，ファン

を交換するまでの間も冷却性能を確保しなければならない。

基板に実装される高発熱のLSI（Large Scale Integration）

などのデバイスを冷却するために，強制空冷ファンやヒート

シンク，ヒートパイプ等の冷却部品を適切に配置する放熱設

計が必要となる。冷却対象のデバイスは100～200個にのぼる。

3. 1 放熱構造の基本検討

放熱構造の基本検討段階では，まず，盤筐体サイズと総

発熱量から，強制空冷ファンの必要有無，強制空冷ファン

の種類と必要個数等を仮決定する。次に，仮決定した強制

空冷ファンの風量から全てのデバイスの温度を計算する。

デバイス温度によって，ヒートシンクやヒートパイプによ

る冷却を必要とするか否かを見極める。全体的に温度が高

い場合は，強制空冷ファンの選定まで戻り，繰り返し計算

をする必要がある。これらの基本検討は，幅広く検討する

必要があるため，瞬時に計算検討が可能な設計計算式を用

いるようにした。

設計計算式を集約した表計算シートを用いた放熱設計計

算ツール（図３）を整備したことで，効率的な検討が可能に

なった。また，設計計算式によって計算される温度の誤差

は，10℃程度あることを実測結果との比較によって明確に

した。誤差を含めて設計許容温度以内になる場合は，以降

の詳細検討を省略することが可能である。また，許容温度

が誤差範囲内にあり注意が必要なデバイスだけスクリーニ

ングして検討するようにすることで，詳細検討にかかる時

間を削減した。

3. 2 放熱構造の詳細検討

放熱構造の詳細検討段階では，装置内の冷却風の風速分

44（246） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013
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図３．放熱設計計算ツール（基本検討）

基本情報入力欄
・ユニット段数
・吸排気開口面積
・発熱量
・許容上昇空気温度

ファン情報入力欄
・ファン種類
・ファン個数

結果出力欄
・空気温度上昇値
　(ユニット一段あたり)
・空気温度上昇値
　(最上段)
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布によるデバイス温度への影響を確認し，デバイスの配置

やヒートシンク，ヒートパイプの詳細構造を決定する。筐

体構造やデバイス配置によって，風速は複雑に分布する。

このため，風速分布の影響を含めた放熱構造の検討は三次

元熱流体解析によって行う。

詳細検討に必要な精度は±5℃と決定した上で，同精度

を確保可能な計算モデルを検討した。その結果，LSIのは

んだや内部構成を詳細にモデル化する必要があるとともに，

盤筐体内部の冷却風の全体の流れを考慮しなければならな

いことが判明した。しかし，盤筐体全体の計算を実行する

ためには，計算時間が数十時間かかり，設計期間内の検討

に活用できない。そこで，部分計算と全体計算を組み合せた

計算モデル（図４）を構築し，計算時間を1/10以下に短縮した。

計算モデルのルールを整備することで，容易に効率的な

詳細検討が可能な環境を構築した。

4．耐震設計検証技術

光通信装置は，質量200～300kg，製品の高さが1.8～2.3m

程度ある自立筐体である。床に固定された状態で地震など

の振動が加わった際に筐体の固有振動数と振動の周波数が

一致して共振を起こし損傷しないように，筐体の固有振動

数と強度を高くする必要がある。一方で，通信量増加に対

応して設置台数を増加させるために，１台当たりの設置面

積の削減が求められている。一般に同一質量，同一高さで

設置面積を削減すると筐体の固有振動数が低下するため，

耐震設計が重要となる。

4. 1 耐震構造の基本検討

耐震構造の基本検討段階では，まず，盤筐体の基本構造

と構造部品の板厚等を仮決定する。次に盤筐体サイズと質

量から，盤筐体の固有振動数と構造部品の応力を計算し，

設計許容値を満足するか判断する。これらの基本検討は，

幅広く検討する必要があるため，瞬時に計算検討が可能な

設計計算式を用いるようにした。

設計計算式を集約した表計算シートを用いて耐震設計計

算ツール（図５）を整備したことで，効率的な検討が可能に

図５．耐震設計計算ツール（基本検討）

フレーム部情報入力欄
・フレーム材料の縦弾性係数
・パネル材料の縦弾性係数

基本情報入力欄
・総質量
・筐体高さ

基礎部情報入力欄
・本体材料の縦弾性係数
・架台材料の縦弾性係数

結果出力欄
・固有振動数
・頂部変位

図４．放熱設計計算モデル（詳細検討）

部分モデル

全体モデル
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なった。また，設計計算式によって計算される固有値の誤

差は，30％程度あることを実測との比較によって明確にし

た。誤差を含めて設計許容値以上になる場合は，以降の詳

細検討を省略することが可能である。

4. 2 耐震構造の詳細検討

耐震構造の詳細検討段階では，部品配置やボルト・リ

ベット・溶接等の固定構造による影響を確認し，構造部品

や補強部品の詳細形状を決定する。固定構造や部品配置に

よって，荷重は複雑に分布する。このため，荷重分布の影

響を含めた耐震構造の検討は三次元耐震解析によって行う。

詳細検討に必要な固有振動数の精度は±10％と決定した

上で，同精度を確保可能な計算モデル（図６）を構築した。

計算モデルのルールを整備することで，容易に効率的な

詳細検討が可能な環境を構築した。

5．む　す　び

光通信装置を対象に，設計計算式を用いて基本検討をし

た上で，三次元解析技術を用いた詳細検討を行う設計プロ

セスの設計環境を整備することで，放熱性能と耐震性能の

効率的な設計を実現した事例について述べた。

今後，電力や公共施設向け制御盤にも展開していく予定

である。

参 考 文 献

盧 西村隆司：進化するネットワーク技術特集に寄せて，

三菱電機技報，86，No.6，313（2012）

盪 小林　孝，ほか：カーナビ開発におけるフロントロー

ディング型実装設計，三菱電機技報，80，No.10，

651～654（2006）

46（248） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013

特集論文

図６．耐震設計計算モデル（詳細検討）
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要　旨

近年，電子機器の高機能化，高性能化，小型化等が進み

他社との競争が激化する中，顧客のニーズに合わせた新製

品の市場投入が競争力強化の重要なポイントとなっている。

その中で，新製品の市場投入を，計画通りに行うためには，

開発遅延の要因となる後工程からの設計手戻り抑制が課題

であった。

従来の取組みでは，機能／構造設計段階で数値計算を活

用した設計検証を強化し，試作／評価時のカットアンドト

ライ対策などの設計手戻りを抑制した。今回，構想設計段

階で，設計課題の抽出とその初期検証の強化に取り組み，

機能／構造設計段階での設計検証漏れや設計変更に伴う設

計手戻りを抑制した。

具体的には，構想設計段階で，設計で検討すべき課題を

漏れなく抽出するために，従来機種からの変更点に着目し，

次の標準的な設計課題抽出プロセスを構築した。

Step１：変更点に対する懸念事項の抽出

Step２：設計で検討すべき課題の抽出

Step３：トレードオフ設計課題の抽出

Step４：模擬実験／数値計算による初期検証

製品企画

構想設計

機能設計

構造設計

試作／評価

全体設計フロー

新機種要求仕様

設計課題抽出プロセス

変更点に対する
懸念事項の抽出

設計で検討すべき
課題の抽出　　　

トレードオフ設計
課題の抽出　　　

模擬実験／数値計算
による初期検証　　

懸念事項

課題リスト

トレードオフ
課題リスト　

設計基準

従来機種
仕様　　

過去の設計
手戻り要因

Step1

Step2

Step3

Step4

過去の
設計／市場
不具合対策
情報

電子機器の構想設計段階での網羅的に設計課題を抽出するプロセスを示す。従来機種と新しく開発する新機種の要求仕様に対する変更点に着
目し，マトリックス表と過去の設計手戻り要因や設計／市場不具合対策情報のデータベースを活用した変更影響分析による網羅的な設計課題の
抽出が特徴である。

電子機器の設計フローと構想設計段階における変更点に着目した設計課題抽出プロセス
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1．ま え が き

近年，電子機器の高機能化，高性能化，小型化等が進み

他社との競争が激化する中，顧客のニーズに合わせた新製

品の市場投入が競争力強化の重要なポイントとなっている。

その中で，新製品の市場投入を，計画通りに行うためには，

開発遅延の要因となる後工程からの設計手戻り抑制が課題

であった。

従来の取組みでは，機能／構造設計段階で数値計算を活

用した設計検証を強化し，試作／評価時のカットアンドト

ライ対策などの設計手戻りを抑制した（1）。

今回，構想設計段階で，設計課題の抽出とその初期検証

の強化に取り組み，機能／構造設計段階での設計検証漏れ

や設計変更に伴う設計手戻りを抑制した（図１）（2）（3）。

本稿では，今回実施した構想設計段階における設計課題

抽出プロセスと電子機器への適用効果について述べる。

2．構想設計段階における課題抽出プロセスの構築

設計手戻りの多くは従来機種からの変更点に対する影響

で発生していた。従来では，設計者によるブレーンストー

ミングで変更点に対する影響範囲を設計課題として抽出し

ていたが，人の知識，経験に依存していたため，全ての設

計課題を抽出することは困難であった。そこで，構想設計

段階で，設計で検討すべき課題を漏れなく抽出するために，

従来機種からの変更点に着目した標準的な設計課題抽出プ

ロセスを構築した（図２）。具体的には次に示す４つのス

テップを構築した。次章で具体的な事例を述べる。

Step１：変更点に対する懸念事項の抽出

・従来機種と新しく開発する新機種の要求仕様に対する

変更点を定義

・変更点と過去の設計手戻り要因を比較検討し懸念事項

を抽出

Step２：設計で検討すべき課題の抽出

・懸念事項に対する優先度の設定

・優先度の高い懸念事項をキーワードに，過去の市場不

具合対策，設計不具合対策，設計検討事例等を用いて

変更に起因する設計課題を抽出

Step３：トレードオフ設計課題の抽出

Step２で抽出した設計課題に対して，複数の設計技術

分野で相互の関係を考慮しながら設計解を導出するトレー

ドオフ設計が必要な課題を抽出

Step４：模擬実験／数値計算による初期検証

Step２，Step３で抽出した設計課題に対して，機能／

構造設計前に初期検証

3．変更影響分析技術を活用した課題抽出

機能／構造設計段階の設計手戻りを抑制するために，構

想設計段階で，設計手戻り要因となる設計課題を網羅的に

抽出し，検証すべき課題を設定する。

3. 1 変更点に対する懸念事項の抽出

従来機種からの仕様変更点に対する懸念事項を網羅的に

抽出するために，表１に示す“変更点－設計手戻り要因の

マトリックス表”を構築した。表１では，縦軸に従来機種

と新機種の仕様変更点と構成要素，横軸に過去の設計手戻

48（250） 三菱電機技報・Vol.87・No.4・2013
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図１．設計手戻り抑制に向けた取組み

従来の取組み 今回の取組み

機能／構造設計段階での
数値計算による設計検証

構想設計段階での設計課題抽出
力の強化と初期検証の徹底

構想設計

機能／構造
設計

手戻り

試作評価

構想設計

手戻り

試作評価

機能／構造
設計

変更点に対する懸念事項 過去の設計手戻り要因

仕様 構成要素 温度 伝送 ノイズ …

変更点

小型化

筐体 ○ ○

基板 ○ ○ ○

…

高速化

筐体

基板 ○ ○

…

…図２．変更点に着目した設計課題抽出プロセス

新機種要求仕様

変更点に対する
懸念事項の抽出

設計で検討すべき
課題の抽出　　　

トレードオフ設計
課題の抽出　　　

模擬実験／数値計算
による初期検証　　

懸念事項

課題リスト

トレードオフ
課題リスト　

設計基準

従来機種
仕様　　

過去の設計
手戻り要因

Step1

Step2

Step3

Step4

過去の
設計／市場
不具合対策
情報 表１．変更点－設計手戻り要因のマトリックス表
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り要因のマトリックスを構成している。

この表で変更点と過去の設計手戻り要因の関係を明確化

することで，懸念事項の設定漏れを防止することができ

た。

表１の例では，小型化－筐体（きょうたい）の変更点に対

して，温度，ノイズの懸念事項があり，伝送の懸念事項は

ないと判断している。

3. 2 設計で検討すべき課題の抽出

懸念事項に対する優先度の設定と，設計で検討すべき課

題の抽出を行う。

3. 2. 1 懸念事項の優先度設定

設計で検討すべき課題を抽出するために，表２に示す

“変更点に対する優先度評価表”を用いて，各懸念事項に対

する優先度を設定した。この表では，問題発生の確率と設

計手戻り発生時の追加工数を評価し，その組合せで優先度

を決定する。優先度が高いほど，上流設計で対策が必要と

判断し，優先度“中”以上を構想設計段階で検討すべき課題

抽出の対象とする。

表２の例では，小型化－筐体－温度の懸念事項に対して，

過去に設計手戻りがあったため問題発生の確率“大”，対策

として筐体金型の再製作が想定されるため，追加工数“大”

とし，優先度“高”とした。また，小型化－基板－温度の懸

念事項に対しては，過去の設計検討実績があるため問題発

生の確率“中”，追加工数“中”とし，優先度“中”とした。

3. 2. 2 設計で検討すべき課題の抽出

設計で検討すべき課題を漏れなく抽出するため，優先度

の高い懸念事項をキーワードとして，過去の設計／市場不

具合対策情報等を収集し，抽出された手戻り事例から検証

すべき設計課題を設定した。

図３の例では，小型化－筐体－温度のキーワードに対し

て“筐体の開口率を上げた”，小型化－筐体－ノイズのキー

ワードに対して“静電気対策で筐体開口形状を変更した”

の不具合対策事例があることから，設計で検討すべき課題

とした。

3. 3 トレードオフ設計課題の抽出

それぞれの設計技術分野で独自に設計課題に対する検討

を進めた場合，検討結果がほかの設計技術分野に悪影響を

及ぼし，後工程の設計手戻りにつながる可能性がある。

そこで，複数の設計技術分野間で影響範囲を確認しなが

ら設計するトレードオフ設計が必要である。このトレード

オフ設計の対象課題を事前に抽出するために，表３に示す

“課題－技術分野マトリックス表”を構築した。この表では，

縦軸を設計で検討すべき課題，横軸を設計技術分野のマト

リックス構成として，関係技術分野のマッピングを行った。

表３の例では，図３で示した熱設計で“筐体の開口率を

上げた”，ノイズ設計で“静電気対策で筐体開口形状を変更

した”という“筐体開口率”に対する相反する不具合事例が

あったため，トレードオフ課題として構想設計段階で検証

を実施し，設計条件を決定した。

4．初期検証と効果

4. 1 初期検証事例

３章で抽出した設計課題に対して，設計技術分野ごとに

設計検証を実施した。また，設計技術分野間で調整が必要

な設計課題については，トレードオフ設計検証を実施した。

図４で示した“熱設計とノイズ設計のトレードオフ課題”

では，熱設計制約から基板温度を下げる対策と，ノイズ設

計制約から静電気耐量を上げる対策が，ともに筐体の開口

率の調整であり，対策効果が相反するものであった。この

トレードオフ設計課題を，構想設計段階で抽出することが

できたため，熱設計，ノイズ設計双方の制約が守れるように

模擬実験／数値計算による初期検証を行い，設計基準化した。

49（251）変更影響分析による設計課題抽出プロセスの構築・菅ヶ谷・長江・西島・山本
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変更点
問題発生
の確率

小型化

筐体 温度 大 大
基板改定，仕様変更
に時間必要

高

基板 温度 中 中
手戻り対策の検討実
績あり

中

手戻り
要因

追加
工数

根拠 優先度（注）

…

…

（注） 優先度の判断基準：問題発生の確率と追加工数の組合せで判断

・優先度高：過去に検討実績がなく初期検証すべき課題が抽出される
可能性あり

・優先度中：過去に検討実績があり既に対策方針・基準の明確な課題が
抽出される可能性あり

・優先度低：詳細設計段階で，数値計算によって設計検証する課題が抽出
される可能性あり

トレードオフ設計課題
熱設計 電気設計 構造設計 …

筐体の開口率 ○ ○ ○

○ ○

設計技術分野

部品配置
…

設計で検討
すべき課題

図３．設計で検討すべき課題の抽出

過去の
設計／市場不具合対策

変更点
手戻り
要因

設計で検討すべき課題

小型化

筐体

筐体

基板

温度

ノイズ

温度

筐体の開口率を上げた

静電気対策で筐体開口形状を変更した 

発熱部品の部品配置を変更した

… …

表２．変更点に対する優先度評価表

表３．課題－技術分野マトリックス表
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4. 2 課題抽出プロセスによる効果

小型電子機器の開発で，構想設計段階における変更点に

着目した網羅的な設計課題の抽出と初期検証の徹底に取り

組んだ。その結果として，従来の機種開発と比較して，構

想設計段階では，開発工数が27％増加したが，後工程では，

試作評価，量産試作評価段階の設計手戻りが抑制でき，そ

れぞれの開発工数を30％ずつ削減した（図５）。

その結果，開発期間についても，従来機種開発と比較し

て，17％の短縮を実現した（図６）。

5．む　す　び

構想設計段階で設計課題の抽出力を強化したことで，開

発期間と開発工数を削減できることを示した。三菱電機で

は家電機器，FA機器，通信機器等様々な機種開発を行っ

ており，この取組みの適用拡大によって今後も引き続き各

製品をタイムリーに市場へ投入していく。
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図５．従来機種と新機種の開発工数比較

大

小

製品企画 構想設計 詳細設計

開発フェーズ

試作評価 量試評価

開
発
工
数

開発工数
27％増

開発工数
30％減

新機種

従来機種
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要　旨

物流費は，輸送費，包装費，保管荷役費等で構成される。

物流費を削減するには，包装寸法を小型化して輸送効率を

向上させる方法や，繰り返し使用可能なリターナブル包装

を使用する方法がある。本稿ではこれらの方法を具体例と

ともに述べる。

はじめに緩衝設計検証事例について述べる。発泡スチロ

ールなどの緩衝包装設計は古くから行われている。近年，

環境負荷軽減意識の高まりから，紙系材料であるパルプモ

ールドの使用機会が増えているため，この設計検証技術の

確立に取り組んだ。緩衝特性の計測とCAEで計算した包

装材剛性から発生加速度を推定することで，包装の小型化

を実現し輸送効率を向上させた。

次に三菱電機が推進するユニットロードの事例について

述べる。ユニットロードとは，海上コンテナやトラック寸

法から決定した標準寸法のボックスパレットを使用して輸

送効率を改善する施策である。従来個産製品では積載効率

が悪かったため，標準ボックスパレットを活用するための

アタッチメントの設計と検証を行った。

最後に包装設計を行う上で必要となる輸送振動評価につ

いて述べる。輸送振動試験規格はJISを始め国際規格にも

定義されているが，輸送実態と乖離（かいり）しているケー

スもある。当社では輸送振動を実際に計測し，振動試験規

格の開発に取り組んでいる。

現在，これらの技術を当社製品に展開している。

包装材の設計検証

試作・試験→
発生加速度の
計測

構造解析→剛
性と発生加速
度の相関確認

量産品による
確認試験

包装寸法の小型化

包装小型化による積載数向上

容積
4割減

製品

緩
衝
材

積載台数
6割増

包装箱

36台/パレット 60台/パレット

パ
レ
ッ
ト

2列 4列2列 1列

3
段

5
段

試作・試験で測定した発生加速度と構造解析で算出した剛性の相関から，落下時の発生加速度を試作前に予測することが可能となった。この
設計検証技術を用いて，包装箱の寸法を小型化しパレット上の製品積載台数を増やした。

包装設計における設計検証技術

＊設計システム技術センター　＊＊三田製作所　＊＊＊長崎製作所　†生産システム本部　††住環境研究開発センター
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1．ま え が き

物流費は，輸送費，包装費，保管荷役費等で構成される。

物流費の削減を行うには，次の施策が有効である。

盧 省包装材，低グレード包装材使用による包装費の削減

盪 小型梱包による輸送費，保管荷役費の削減

蘯 リターナブル包装による包装費の削減

盧，蘯では包装材料費を削減でき，盪ではトラックなど

の輸送機器に対してより多くの製品を積載することで輸送

費・保管荷役費を削減できる。

包装の主たる機能は物流環境における製品の保護であり，

包装設計では必ず達成しなければならない機能であるが，

製品の保護と物流費削減とは，一般にトレードオフの関係

となる。

本稿では，先に述べた盪と蘯に該当する設計検証技術を

実例とともに述べる。

2．緩衝設計検証技術

2. 1 紙系緩衝材パルプモールド

緩衝包装材料として従来多く使用されているのが，発泡

スチロールなどの樹脂系発泡緩衝材である。樹脂系発泡緩

衝材は衝撃に対する緩衝性が良好であり，緩衝設計理論は

古くから確立されている（1）。

近年包装材の環境負荷低減意識の高まりから，客先から

紙系緩衝材としてパルプモールドを指定されることが多い。

パルプモールドとは金型を用いて成形される紙器であり，

古紙を水溶きし，網目状の金型で抄（す）き上げて脱水・乾

燥して製造される。パルプモールドは発泡樹脂系緩衝材の

ように緩衝設計理論が確立されていないため，開発が試

作／試験評価のトライアンドエラーになって最適な包装設

計が難しい。そこでパルプモールド材の緩衝設計技術の確

立に取り組んだ。次にその手法について述べる。

2. 2 緩衝設計の手順

緩衝設計とは，包装に衝撃が加わった際に内容物に発生

する加速度を規定値以下に抑えるのに必要十分な緩衝材の

寸法を決定することである。

次の事例では，海外向け自動車用電子機器でパルプモー

ルド材の緩衝設計検証技術を確立し，トラック１台あたり

の製品積載数を増やすことで物流費を削減した。

図１に箱高さと緩衝空間の関係を示す。製品積載数を増

やすためには包装箱内の緩衝空間を削減する一方で，製品

保護の観点から製品に加わる衝撃を緩衝材によって吸収す

る必要がある。

図２に包装材の構成を示す。製品は底面と天面をトレイ

状のパルプモールド材で固定され，段ボール箱に収納され

る。底面のパルプモールド材には緩衝部が設けられ，包装

箱が衝撃を受けた際に緩衝部が塑性変形することで衝撃を

吸収して製品を保護する。一般に広く使用される発泡スチ

ロールなどの緩衝材料では，緩衝特性が材料メーカーから

提供されるため，試作前に落下時の発生加速度を計算する

ことが可能である。

図３に樹脂系緩衝材の緩衝特性の一例を示す。ある領域

に生じる動的応力がわかれば緩衝係数を求め，発生加速度

を計算できる。緩衝係数と発生加速度は式盧の関係にある。

T＝C
H
─
G
………………………………………………盧

T：緩衝材厚さ，C：緩衝係数，H：落下高さ，

G：発生加速度

紙材料であるパルプモールド材については緩衝特性が不

明瞭であり，設計時における発生加速度の設計検証が困難

であった。そこで，次のステップでパルプモールド材の緩

衝設計検証技術を確立した。
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図３．緩衝特性
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図２．包装材の構成
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2. 3 設計と検証の流れ

盧 試作・試験

パルプモールド材の緩衝特性を把握するため，パルプモ

ールド材の緩衝部形状を単純な円錐（えんすい）台形状とし

た。この円錐台緩衝部だけで構成されるサンプルで，円錐

台緩衝部の数を変えて落下試験を行い，発生加速度を計測

した（図４）。

盪 構造解析

試作・試験で測定した発生加速度と，このパルプモール

ド材に強制変位を加えたときの反力をCAE上で計算して

比較すると，正の相関関係を確認した。この関係を用いて，

CAE上で反力が小さくなる緩衝部の形状を検討した（図５）。

蘯 確認試験

最も反力が小さくなる緩衝部形状で金型を製作し，落下

試験で製品発生加速度が許容加速度以下であることを確認

した（図６）。

これらの取組みによって包装を小型化し，パレット１個

あたりの積載数を倍増させた。結果を図７に示す。

盻 設計基準化

現在，種々の円錐台径・高さで緩衝特性試験を行い，加

速度と変位のデータを蓄積している。製品質量・許容加速

度に応じて円錐台緩衝部の寸法が選択可能な線図を作成し，

社内設計基準として運用している。

3．ユニットロードと設計検証

3. 1 ユニットロードによる積載効率の向上

ユニットロードとは貨物をトラックや海上コンテナ寸法

に適合したサイズにして輸送効率化を図る施策である（図

８）。これまで当社では，量産製品の包装では輸送効率を

意識した包装設計がなされていた。一方，出荷台数が少な

く比較的質量の大きい個産製品では，一品一様の包装・梱

包になって輸送効率が悪かった。

そこでユニットロード寸法の標準ボックスパレットを活

用した輸送効率化に取り組んでいる。標準ボックスパレッ

トは，1,100×1,100×1,100（mm）を基準寸法として数種類

開発しており（図９），海外を含めた向け先及び生産拠点間

で繰り返し使用することを前提としている。

この標準ボックスパレットに異なる形状の製品を固定す

るためには，製品ごとにアタッチメントの開発が必要となる。

3. 2 アタッチメントの開発事例

具体的なアタッチメントの開発事例について述べる。こ

の事例で述べる製品は吊（つ）り下げ型の表示器である（包

絡寸法1,000×200×400（mm），質量40kg）。従来，このよ

うな製品の場合，強化段ボールと発泡スチロール製緩衝材

による梱包が一般的であった。

吊り下げ型表示器用アタッチメントを設計するにあたり，

組立・試験，輸送，据付工事まで一貫して使用できること

をアタッチメントの仕様とした。

図10に標準ボックスパレットへの積付け状態を示す。

アタッチメントは表示器を懸架するためのハンガー形状

とした。これによって，組立・試験時の架台からアタッチ

メントごと標準ボックスパレットへ梱包できる。さらに，

据付工事の際にはハンガーごと製品を下ろし，据付場所へ

搬入可能となる。
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図７．包装体積・積載数比較

�　包装寸法の小型化

�　包装小型化による積載数向上
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図４．試作・試験 図５．構造解析 図６．確認試験

図９．ボックスパレットの例

図８．ユニットロードによる積載効率の向上

従来 ユニットロード

製品によって梱包寸法が
様々であり，輸送効率が悪い。

標準寸法のボックスパレット
によって輸送効率を向上させる。
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3. 3 アタッチメントの設計検証

アタッチメントを含めた標準ボックスパレットを積載状

態で試験を行い，アタッチメントの有効性を確認した。

ユニットロードで想定している試験項目は，水平衝撃試験，

片支持落下試験，輸送振動試験である。水平衝撃試験・片支

持落下試験は，輸送時・荷扱い時に強い衝撃が加わった際の

製品損傷有無を確認するための試験である。輸送振動試験は

輸送時に製品が受ける外力を再現するものであり，共振，こ

すれ傷，締結部の緩み等を事前検証するための試験である。

この表示器の例では製品積載状態での振動試験によって，

この問題のないことを確認した。

4．輸送振動試験による評価

先に述べたように輸送振動試験による評価は，輸送時の

問題を事前に洗い出すための試験である。ここでは輸送振

動試験について述べる。

従来の輸送振動を模擬した振動試験では，単一周波数の

正弦波，又は周波数を時間で変化させる掃引振動試験が一

般的であった。実際の輸送振動環境では異なる振動数を持

つ正弦波の重ね合わせであるため，近年はランダム振動試

験を行うのが一般的である。

例えば，ある製品の近接した部分にそれぞれ異なる共振

点が存在したと仮定する。掃引振動試験では各々の共振周

波数で各々応答するので問題ないかもしれない。しかし，

二つの共振周波数を含む振動が加わった場合，各々が応答

し破損する可能性がある。

ランダム振動試験では通常，PSD（Power Spectral Den-

s i ty）で振動の特性が表現される（図11）。横軸は周波数，

縦軸は振動強度を示す。輸送機器の３軸方向についてそれ

ぞれ示している。

ランダム振動試験規格は，JIS（Japanese Industrial

Standards）（2），ISO（International Organization for Stan-

dardization）（3）を始め，ASTM（Americn Society for Test-

ing and Materials），ISTA（International Safe Transit

Association）（4）等，国内外の公的規格によって定められて

いる。しかし，あらゆる輸送経路・手段における輸送振動

を網羅しているわけではない。特定の輸送経路・手段で頻

繁に輸送する場合は，自社で計測した振動データに基づき，

振動試験用PSDを作成することが有効である。当社では関

係部門で実輸送における振動計測を行い，主要な輸送経路

に応じたPSDを作成している。

振動試験基準の作成手順は一般に，①振動データの計測，

②停車中の振動データ削除，③FFT（Fast Fourier Trans-

form）変換・平均化，④走行時間（加振時間）の短縮（5）とな

る。③，④の手法は各社・研究機関によって考え方が異

なっており，輸送実態を再現できる手法を開発中である。

5．む　す　び

海外事業展開を進める企業では，資材の現地調達，労働

力確保，未開拓市場への参入等の課題がある。物流分野に

おける課題は，物流費の削減と輸送品質の確保である。新

たな製造拠点，新たな顧客では，輸送時に加わる外力や荷

扱い等の物流環境がわからないケースがほとんどである。

これらの課題を解決するためには，設計初期段階での検

証技術の確立と輸送実態に見合った評価・検証技術の確立

が必須となる。

今後，輸送振動下における紙系包装材の疲労設計，段積

み時の共振による擦れを考慮した設計を検討し，物流費用

の削減と輸送品質の確保を推進する。
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図10．製品積付け
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